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○ 運営状況報告の概要 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状維持 
施設のあり方 

検討 

民間活力導入等 

による運営改善 

他団体への 

譲渡・譲与 

廃止・休止 

・統合 
計 

県
有
施
設 

令和７年度 9  4   13 

令和６年度 9  4   13 

出
資
団
体
等 

所
有
施
設 

令和７年度       

令和６年度       

 

〇 令和７年度の所管施設数は 13施設(令和６年度と比較して、施設の増減はない)。 

〇 県民の森等４施設については、民間アイデアを活用し、魅力ある施設への一新を図っていくた

め、令和７年度から民間事業者が新たな指定管理者として管理している。 

◯ 県民の森及び植物園については、令和７年 11月の開園に向けたリニューアルを実施している。 
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令和７年度 公の施設等運営状況報告書 
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産地振興課（農林水産部） 

令和７年６月 11 日（水） 
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○施設名 園芸リサイクルセンター 

  

１ 現状 

（１）施設の概要 

○ 園芸リサイクルセンターは、園芸振興と農村環境保全の両立を図り、農業由来の廃プラスチック(使用済農業用ビニール

(以下「農ビ」という。)、使用済農業用ポリエチレン等(以下「農ポリ」という。)。総称して以下「廃プラ」という。)の

処理について、農業者の負担低減と適正処理に資するために設置した施設であり、主に廃プラの収集運搬及び再生処理等の

事業を行っている。 

所 在 地 東茨城郡茨城町網掛 1154-１ 

開業年月 平成７年７月 

施設概要 
敷地面積 51,365.63 ㎡ 工場棟：鉄骨鉄筋コンクリート造２階建（延床面積：1,902.64 ㎡） 

           管理棟：鉄骨鉄筋コンクリート造１階建（延床面積：248.39 ㎡） 

設置理由 

本県は農業産出額の過半を園芸作物が占めており、農業由来の廃プラの排出量が多い県である。 

 当施設を整備する以前は、廃プラの排出量が急増していく中、近隣に処理事業者がなく、遠方の処理

事業者に処理を委託していたため農業者の負担が大きかったほか、野焼き等の不適正処理が多く見られ

問題となっていた。 

 そのため、県・市町村・農業者(農業者団体等)による廃プラの適正処理に係る協会を設置し、県が処

理事業者の誘致と施設整備を行い、施設を協会(現在の(公社)茨城県農林振興公社に事業継承)に貸付け

運営することとした。 

 なお、平成７年 10 月 23 日付けで国から発出された「園芸用使用済プラスチックの適正処理に関する

基本方針」では、「園芸用使用済プラスチックの適正処理はリサイクル処理を基本とする。」こととされ

ており、行政機関等が中心となって、必要な支援措置を積極的に講ずるものとしている。 

設置の根拠法令等 － 

事業内容 
農ビの収集運搬及び再生処理、農ポリの収集運搬(再生処理は外部委託)、廃プラ適正処理に係る農業者

への啓発等 

定  員 － 

利用料金 登録料：1,000 円/戸・年、処理料金：56.0 円/kg（農ビ）、60.5 円/kg（農ポリ） 
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（２）管理手法 ※令和７年４月 1日時点 

○ 平成７年度から(公社)茨城県農林振興公社(以下「公社」。)へ貸付け、公社が主体的な運営を行っている。 

相 手 方 公益社団法人 茨城県農林振興公社（旧社団法人茨城県農業用プラスチック処理協会の事業を継承） 

契約形態 公有財産賃貸借契約（令和５年締結） ３年更新 

契約内容 土地 51,365.63 ㎡、建物２件（延べ床面積 2,151.03 ㎡）、工作物 28 件の貸付け 

貸付料（年額） 15,562,513 円 

 

（３）利用状況 

○ 利用者数(登録農家戸数)は、平成 13 年度以降は概ね 6,000 戸前後で推移しており、令和６年度の利用者数は約 5,400 戸

と、ピーク時(平成 18 年度)の 83％とやや減少している。 

○ 県内全域の農業者が利用しており、年間を通して各市町村から回収している。 

○ なお、令和６年度の廃プラの回収量は約 4,000 トンと、ピーク時(平成８年度)の 54％となっている。 

○ 資材の耐久性向上や処理費用上昇等の理由により、農家においてプラスチック資材を長期利用することで排出までの  

期間が長くなっていること、また、生分解性資材等の導入が進んでいること等により、年々減少傾向となっている。 

【利用者数等の推移】 （単位：戸） 

年度 H18 
（ピーク） 

H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R６/ﾋﾟｰｸ 

登録農家戸数 6,559 5,676 5,605 5,812 6,165 6,414 6,151 5,995 5,656 5,679 5,417 83％ 

【廃プラ回収量の推移】 （単位：トン） 

年度 H8 
（ピーク） 

H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R６/ﾋﾟｰｸ 

回収量 7,565 3,896 3,729 3,663 4,577 5,459 5,788 4,878 4,337 4,094 4,075 54％ 

※H29 に県内の処理業者が廃業した影響で、H30 から R２まで一時的に回収量が増加。 
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（４）運営状況 

○ 園芸リサイクルセンターにおいては、廃プラの適正処理等の目的を達成するため、市町村や農業者団体と連携した廃プラ

の収集運搬事業や、民間処理事業者と連携した廃プラの再生処理事業を実施してきた。 

○ 収支については、平成 28 年度までは概ね均衡が図られていたものの、社会情勢の変化に伴い、運営費用や民間事業者へ

の処理委託料が上昇したことで、平成 29 年度から令和元年度は収支状況が悪化した。このため、令和２年度に利用料金を

変更した結果、近年は収支が回復した。 

○ 施設設備の大規模な修繕については県において実施しており、１年間あたり平均で約 3,000 万円となっている。なお、比

較的軽微な修繕は、公社において実施している。 

  

【収支の推移】                                           （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

     
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

利用料 

収入 

会費・ 

補助金※１ 

再生品売 

却収入※２ 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他※３ 

 

H27 269,906 62,468 48,985 97,738 60,715 250,676 14,122 42,224 194,330 0 19,230  7,889 

H28 234,242 83,971 48,133 67,760 34,378 232,181 13,989 32,735 185,457 0 2,061  7,914 

H29 209,285 72,368 60,809 49,653 26,455 239,443 12,387 35,747 191,309 0 △30,158  8,305 

H30 250,650 91,357 63,002 68,349 27,942 290,653 12,731 32,380 228,910 16,632 △40,003  32,125 

R１ 292,758 139,538 63,495 72,030 17,695 294,887 14,562 28,625 251,700 0 △2,129  34,460 

R２ 443,418 340,724 71,923 16,442 14,329 442,535 13,786 29,920 398,829 0 883  26,979 

R３ 395,740 296,359 58,092 22,077 19,212 394,646 14,149 34,751 345,746 0 1,094  29,336 

R４ 366,938 261,893 48,715 21,821 34,509 362,387 14,718 42,323 305,346 0 4,551  41,182 

R５ 309,665 144,765 46,730 83,967 34,203 308,986 18,790 47,452 242,744 0 679  56,760 

R６ 
（見込み） 

306,452 146,541 46,430 89,423 24,057 305,840 22,994 53,086 229,760 0 612  63,710 

平均 307,905 163,999 55,631 58,926 29,349 312,223 15,223 37,924 257,413 1,663 △4,318  30,866 

※１：農業者団体会費（定額）、市町村会費、補助金。 ※３：大規模修繕費用。 

※２：グラッシュ（再生品）の売却収入。R２～R４は売却単価が低かったことで減少。 
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【大規模修繕の推移】（10,000 千円以上の修繕を記載）  

○ 主な実績としては、施設及び設備の老朽化に伴うプラント機器の更新等を実施した。 

                       （単位：千円） 

年度 修繕実績額 修繕内容 

H27 0  

H28 0  

H29 0  

H30 40,932 排水処理施設（接触酸化槽）修繕（県）、排水処理プラント設備（泥搔き寄せ機等）更新（公社） 

R１ 24,310 排水処理プラント設備（制御盤等）更新（県） 

R２ 21,116 再生処理プラント設備（粉砕機１基目）更新（県） 

R３ 21,116 再生処理プラント設備（粉砕機２基目）更新（県） 

R４ 28,782 再生処理プラント設備（第１洗浄トロンメル等）更新（県） 

R５ 12,595 高圧電力受変電設備（キュービクル）修繕（県） 

R６ 50,765 比重選別機更新工事（県） 

計 199,616  

       

（５）周辺エリア、類似施設等の状況 

○ 農ビの再生処理施設は、全国で当施設を含め５社しかなく、県内には他に類似施設はない。 

○ 千葉県も本県同様に県が所有するリサイクルセンターがあり、廃プラの処理を行っているものの、廃プラの排出量が本県

より少ないため、効率的な運営等について検討している状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 8 -

- 8 -



２ 課題 

○ 廃プラについては、排出者である農業者自身が自ら適切に処分すべき産業廃棄物であるが、一般に農業者は零細であるた

め、個々の廃プラの排出量は少なく、また、土が付着していること等により、民間の事業者には処理を敬遠されやすいとい

う特性がある。 

○ 農ビについては近隣に民間の再生処理事業者が無いため、農家負担の増加を抑えるためには、当施設を中心とした集団回

収と処理の枠組みを維持していく必要がある。 

○ 施設設置から 29 年が経過しており、継続的な運営のためには施設や設備の老朽化への対応が必要である。 

 

３ 対応方針 

区分 今後の取組方針（案） 令和７年度 令和６年度 

① 現状維持（現行の管理手法等での施設運営の合理化等） 〇 〇 

② 施設のあり方検討（サウンディング調査の実施、外部委員会の開催等）   

③ 民間活力導入による運営改善（施設リニューアル等）   

④ 他団体への譲渡・譲与（民間、市町村等）   

⑤ 廃止・休止・統合   

 

【方針】 

○ 現行施設の継続的な運営により、農業県として資源循環型農業を推進していく。 

【理由】 

○ 当施設はこれまで、本事業を通じた廃プラの再生処理の取り組みにより、廃プラの再生率が年々上昇している等、一定の

効果を上げていることから、引き続き施設を存続させていくことが必要である。 

○ なお、施設の管理運営に当たっては、市町村と連携した体制を維持するためには民間事業者での運営は困難であるなどの

観点から、引き続き県において運営を継続し、農家へのより一層のセンター利用の呼びかけを行う。併せて、他県からの試

行的な受入の実施等による効率的な運営に必要な処理量の確保、より農家負担の低減につながりうる処理業者・処理方法の

調査、予防保全による修繕費の削減などにより合理化に取り組んでいく。 
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令和７年度 公の施設等運営状況報告書 

（県所有施設） 

 

 

 

 

 

畜産課（農林水産部） 

令和７年６月１１日（水） 
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○施設名 米平公共育成牧場 

 

１ 現状 

（１）施設の概要 

○ 米平公共育成牧場は、県北地域のモデル牧場として、優良繁殖雌牛の供給及び放牧・肥育技術の実証展示を行うために昭

和 56 年に設置し、雌牛の放牧管理と和牛の肥育技術を有する茨城県畜産農業協同組合連合会に貸付け、同連合会が主体的

に運営を行っている。 

所 在 地 高萩市大字中戸川字米平 2096 番地 

開業年月 昭和 56 年４月 

施設概要 
施設敷地 1,405,340 ㎡、鉄骨造牛舎（延床面積：5,697.26 ㎡）、鉄骨造倉庫（延床面積 363.12 ㎡）、 

鉄骨造堆肥舎（延床面積 489 ㎡）、ほか 

設置理由 
県内雌牛の繁殖成績向上を目的とした放牧事業、高品質常陸牛生産のための肥育技術や飼料の給与実証

行うための施設 

設置の根拠法令等 ‐ 

事業内容 県内繁殖雌牛の放牧、肥育技術の実証 

定  員 放牧地 牛 50 頭  肥育牛 250 頭 

利用料金 預かり放牧 440 円/頭・日 
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（２）管理手法 ※令和７年４月 1日時点 

○ 運営コストの削減を図るため、開設当初の昭和 56 年度から雌牛の放牧管理技術と肥育技術を有する茨城県畜産農業協同

組合連合会への貸付により行っており、同連合会が主体的に運営を行っている。 

相 手 方 茨城県畜産農業協同組合連合会 

契約形態 公有財産賃貸借契約（令和４年締結） ４年毎に更新 

契約内容 施設敷地 1,061,003 ㎡、付帯施設７件の貸付け 

貸 付 料 

（年額） 

無償貸与 

そ の 他 ‐ 

 

（３）利用状況 

  ○ 平成 30 年度に、雌牛の繁殖成績を向上させることを目的に預かり放牧を開始し、牧場が所在している高萩市や近隣の大

子町などの農家が主に利用している。利用頭数は、近年、横ばいで推移している。 

【利用頭数の推移】                                        （単位：頭） 

年度 
R４ 

（ピーク） 
H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ R６/ﾋﾟｰｸ 

利用頭数 307 243 249 270 269 276 277 279 307 284 276 89.9％ 
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（４）運営状況 

 ○ 米平公共育成牧場においては、県内雌牛の繁殖成績の向上と高品質常陸牛の生産拡大等の目的を達成するため、繁殖雌牛 

の放牧、肥育技術の実証などを行ってきた。 

○ その結果、平成 29 年度から令和３年度にかけては景気の冷え込みやコロナ禍の影響による枝肉価格の低迷などにより、

収支がマイナスとなったが、令和４年度は放牧頭数の拡大による利用料の増加や放牧による生産性の向上などにより黒字

に転換している。 

  〇 なお、米平公共育成牧場の運営に関して、県は指定管理料や補助金等の費用負担は行わず、貸付先である茨城県畜産農業

協同組合連合会において管理運営に伴い生じる費用を負担している。 

〇 茨城県畜産農業協同組合連合会が実施した修繕以外に、県においても繁殖雌牛の放牧を行うための放牧地の整備や台風

等による法面崩壊の修繕を実施しており、平成 27 年以降の 10 年間で１年あたりの修繕費の平均は 9,819 千円となってい

る。 

 【収支の推移】                                           （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

利用料 

収入 

自主事業 

収入 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 367,155 0 366,259 896 365,876 4,223 5,724 355,154 775 1,279  - 

H28 163,074 0 161,587 1,487 156,895 4,808 5,851 145,526 710 6,179  - 

H29 156,454 0 154,604 1,850 163,754 4,362 6,500 152,335 557 △7,300  54,238 

H30 183,039 1,597 179,135 2,307 207,026 4,507 8,505 192,226 1,788 △23,987  - 

R１ 156,992 3,155 151,203 2,634 173,989 4,634 8,905 157,199 3,251 △16,997  - 

R２ 197,429 4,403 190,582 2,444 206,838 6,597 8,279 187,016 4,946 △9,409  27,566 

R３ 141,272 4,117 136,064 1,091 147,590 3,881 11,382 129,054 3,273 △6,318  - 

R４ 197,826 4,617 192,630 579 194,305 3,910 10,241 176,335 3,819 3,521  16,379 

R５ 192,554 4,045 185,144 3,365 200,407 4,255 9,824 183,965 2,363 △7,853  - 

R６ 163,110 3,000 159,500 610 179,910 5,500 8,910 163,500 2,000 △16,800  - 

平均 191,891 2,493 187,671 1,726 199,659 4,668 8,412 184,231 2,348 △7,768  9,818 
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【大規模修繕の推移】（10,000 千円以上の修繕を記載）  

○ 繁殖雌牛の放牧を行うための放牧地整備については、国補事業を活用し県が実施した。 

○ その他、台風や大雨による大規模な法面崩壊の復旧工事は県が実施し、施設の維持管理に関する小規模な修繕は貸付先の

茨城県畜産農業協同組合連合会で実施している。 

 

                       （単位：千円） 

年度 修繕実績額 修繕内容 

H27   

H28   

H29 54,238 簡易な牛を繋ぐためのスタンチョンの整備や牧草の種子や肥料の散布、放牧地の整備 

H30   

R１   

R２ 27,566 台風 19 号による法面や山腹崩壊等に伴う復旧工事 

R３   

R４ 16,379 大雨による採草地法面崩壊に伴う復旧工事 

R５   

R６   

計 98,177  

       

（５）周辺エリア、類似施設等の状況 

 ○ 県北地域は和牛繁殖が盛んな地域であり、本地域に和牛のための放牧地があることで地域の繁殖農家の労力削減、生産性

の向上が期待できる。 

 ○ 県内の公共牧場及び共同利用牧場は、採算性や老朽化などの問題から年々減少しており、令和６年度は米平公共育成牧場

含めて５牧場で、このうち米平公共育成牧場を除く４牧場が管理主体は市町村となっている。 
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２ 課題 

〇 施設設置から 44 年経過しており、放牧地や施設、設備の老朽化への対応が必要である。 

 

３ 対応方針 

 区分 今後の取組方針（案） 令和７年度 令和６年度 

① 現状維持（現行の管理手法等での施設運営の合理化等） 〇 〇 

② 施設のあり方検討（サウンディング調査の実施、外部委員会の開催等）   

③ 民間活力導入による運営改善（施設リニューアル等）   

④ 他団体への譲渡・譲与（民間、市町村等）   

⑤ 廃止・休止・統合   

 

【方針】 

〇 現行での施設運営により合理化を図る。 

【理由】 

○ 当施設はこれまで、県内繁殖雌牛の生産性向上と常陸牛の生産拡大並びに高品質化を図るため、農家の雌牛放牧や肥育

技術の実証展示などを通じて、常陸牛のブランド化に一定の役割を果たしており、引き続き施設を存続させる必要がある。 

○ なお、施設の管理運営に当たっては、周辺地域に代替施設が無いほか、繁殖雌牛や肥育牛の飼養管理などの特殊な技術

が必要なほか、採算性が課題であり、民間事業者での運営は困難であるなどの観点から、引き続き茨城県畜産農業協同組

合連合会による管理運営を継続し、更なる放牧頭数の拡大などによる収入増加と生産性向上などの合理化に取り組んでい

く。 
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○施設名 県民の森等（県民の森、植物園、森のカルチャーセンター、きのこ博士館） 

 

１ 現状 

（１）施設の概要 

  ○ 県民の森等は、県民が自然に親しみつつ休養し、自然に関して学習する場として設置した自然観察施設であり、「県民の

森」のほか、「植物園」、県民の森内の大型木造施設「森のカルチャーセンター」、きのこをテーマにした展示施設「きのこ

博士館」が那珂市戸地内に一体的に整備されている。 

○ 県民の森は、野生植物の観察や保健・休養の場として昭和 44 年に整備された。コナラやクヌギ、スギなどからなる約

65ha の広大な森林であり、手軽に自然を感じられる場、心身の癒しの場として親しまれている。近年は、シニア層の手軽

な散策コースとして人気が高い。 

  ○ 植物園は、植物に関する知識の習得や憩いの場として昭和 56 年に整備された。バラ、ボタン、シャクナゲなど約 600 種、

約５万本の植物を四季折々に楽しめる施設であり、小中学校の校外学習や遠足での利用も多い。また、園内の熱帯植物館

は、東南アジアの熱帯・亜熱帯に生育する植物を観察できる施設として平成６年に整備された。雨天時でも植物観察がで

きる施設として利用が多い。なお、リニューアルのため、令和６年７月１日から休園中である。 

  ○ 森のカルチャーセンターは、県民の森内の大型木造施設で平成２年に整備された。施設内に設置した木製の遊具や玩具

を通して自然や木のぬくもりを感じられるほか、木造の良さを体感できる建築物であり、県民の森散策の休憩場所として

の利用も多い。 

  ○ きのこ博士館は、全国でも珍しいきのこをテーマにした展示施設で平成 10 年に整備された。幻想的な雰囲気の館内には

きのこのほか、山菜やうるしなど特用林産物に関する展示・解説があり、小中学校の校外学習や遠足での利用も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 17 -

- 17 -



＜施設情報＞ 

施 設 名 県民の森 植物園（※R6.7.1 から休園） 
森のカルチャー
センター 

きのこ博士館 

所 在 地 那珂市 戸 地内 同左 同左 同左 
開業年月 昭和 44 年５月 昭和 56 年４月 平成２年５月 平成 10 年４月 

施設概要 

面積 64.7ha 面積 12.0ha 
熱帯植物館 
 延べ床面積：2,693.75 ㎡ 
 構造：SRC 造、地上３階 

延べ床面積： 
648 ㎡ 

構造：木造 
地上１階 

延べ床面積： 
1,147.6 ㎡ 

構造：RC 造 
地上２階 

設置理由 
野生植物の観察並びに 
保健及び休養の場 

植物に関する知識の習得及び憩いの場 
森林及び野生鳥
獣に関する知識
習得の場 

きのこ類、山菜
類などの特用林
産物に関する知
識習得の場 

設置の 
根拠法令等 

茨城県自然観察施設の設置及び管理に関する条例 

事業内容 施設・設備の管理、森林・緑地の管理、自然観察等のイベント開催 
定員 － 

利用料金 無料 

 
大人は 15 歳以上 
団体は大人 20 人以上 
 
※リニューアル後は入園料

を無料とし、施設ごとに利

用料金を設定 

区分 利用料金 

入園料 
大人 320円 
団体 210円 
年間 1,000円 

研修室 
１日 3,050円 
半日 1,530円 

無料 同左 

休 園 日 なし 月曜日、年末年始 同左 同左 
 

（２）管理手法 ※令和７年４月 1日時点 

○ 県民の森、植物園及びきのこ博士館は互いに隣接しており、また、森のカルチャーセンターは県民の森内に位置するこ

とから、一体の施設として管理することが合理的であるため、これら４施設を一括して「茨城県民の森等」として指定管

理者が管理している。なお、令和７年４月１日から新たな指定管理者が管理している。 

指定管理者 株式会社ボタラシアンリゾート 
指定期間 令和７年４月１日～令和 27 年３月 31 日（20 年間） 
従事者数 26 人 （常勤 5人、非常勤 21 人） ※リニューアル後の雇用予定人数は 125 人  
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（３）利用状況 ※令和６年７月１日から植物園が休園のため、利用者数は令和５年度との比較とした。 

○ 県民の森の利用者数は、平成以降、年間５～９万人の年が多かったが、令和に入り毎年 10 万人を超えており、令和３年

度には過去最高の約 12 万７千人が利用し、令和５年度は約 11 万 7 千人であった。シニア層の手軽な散策コースとしての

利用や、適度なアップダウンを活用したジョギングコースとしての利用などが多い。コロナ禍（令和２年度以降）におい

ても利用者数は増加傾向であり、三密を回避しながら活動できる場として森林利用のニーズが高まったためと推察される。 

○ 植物園の利用者数のピークは、平成７年度の約 23 万８千人。施設の老朽化や類似施設の台頭、少子化による遠足利用・

親子連れの減少等により利用者は減少傾向にあり、令和５年度の利用者数は約５万人と、ピーク時と比較すると約８割減

少している。 

○ 森のカルチャーセンターの利用者数のピークは、開設直後の平成４年度の約６万３千人。一時は利用者数が２万人台に

減少したものの、県民の森の利用者増加に伴い同施設の利用者数も増加した。令和５年度の利用者数は約６万２千人とピ

ーク時と同程度の利用があった。 

○ きのこ博士館の利用者数のピークは、開設時の平成 10 年度の約８万７千人。令和５年度の利用者数は約３万人であり、

ピーク時から比較すると約７割減少している。 

○ ４施設合計の利用者数は、近年では県民の森の利用者の伸びにより微増傾向だが、中核的な施設である植物園の利用者

がピーク時から大幅に減少するなど、長期的には減少している。 
 
【利用者数の推移】※植物園は R6.7.1 から休園                              （単位：人） 

年度 ピーク H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６※ 
R６/ 
ﾋﾟｰｸ 

県民の森 
127,021 

(R3) 
79,217 82,567 91,602 103,006 110,538 108,224 127,021 117,811 116,988 113,753 90％ 

植物園 
238,149 

(H7) 
62,383 63,094 63,742 57,234 50,746 34,333 46,403 56,354 49,871 16,718 7％ 

森のｶﾙﾁｬｰ 
ｾﾝﾀｰ 

63,179 
(H4) 

44,936 49,206 46,895 45,249 62,696 50,041 61,544 61,411 61,775 47,710 76％ 

きのこ 
博士館 

86,968 
(H10) 

28,909 32,616 35,503 34,503 30,835 21,966 22,307 28,738 29,699 25,666 30％ 

合 計 
379,371 

(H4) 
215,445 227,483 237,742 239,992 254,815 214,564 257,275 264,314 258,333 203,847 54％ 
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（４）運営状況 

  ○ 施設運営に係る支出は、平均で年間約 1.2 億円。一方、指定管理料及び利用料収入等を合わせた収入は、同約 1.2 億円

であり、収支はほぼ均衡。なお、収支がマイナスとなった年は、指定管理者が赤字額を負担している。 

 

【収支の推移】※植物園は R6.7.1 から休園                              （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

指定 

管理料 

利用料 

収入 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 125,532 115,700 7,320 2,512 125,727 60,800 64,178 749 0 △195  23,954 

H28 124,559 114,192 7,354 3,013 128,725 66,292 61,681 752 0 △4,166  16,486 

H29 120,418 110,699 7,340 2,379 121,339 59,633 60,979 727 0 △921  32,929 

H30 118,254 108,331 7,464 2,459 122,520 59,846 61,878 796 0 △4,266  32,297 

R１ 119,622 111,057 7,182 1,383 113,903 58,328 54,761 814 0 5,719  0 

R２ 117,659 111,057 5,078 1,524 109,807 59,881 49,542 384 0 7,852  9,438 

R３ 118,809 111,057 6,699 1,053 117,854 60,936 56,603 315 0 955  19,492 

R４ 121,065 111,057 7,985 2,023 120,574 61,146 58,905 523 0 491  1,648 

R５ 121,329 111,057 6,760 3,512 121,462 63,837 57,120 505 0 △133  0 

R６※ 109,661 106,665 2,551 445 109,244 58,344 50,468 432 0 417  27,906 

平均 119,691 111,087 6,573 2,030 119,116 60,904 57,612 600 0 575  16,415 

 

 

 

 

 

 

 

- 20 -

- 20 -



【大規模修繕の推移】（10,000 千円以上の修繕を記載）  

○ 直近 10 年間の大規模修繕の実績としては、熱帯植物館の空調設備機器の更新工事やきのこ博士館における屋根等修繕工

事等を実施した。 

（単位：千円） 

年度 修繕実績額 修繕内容 

H27 13,478 県民の森における危険木（マツ等）伐倒工事 

H28 13,090 県民の森における危険木（マツ等）伐倒工事 

H29 26,536 県民の森における危険木（マツ等）伐倒工事 

H30 12,236 県民の森における木製遊具の更新工事 

R１ 0 - 

R２ 0 - 

R３ 15,356 熱帯植物館における空調設備機器の更新工事 

R４ 0 - 

R５ 0 - 

R６ 16,728 きのこ博士館における屋根等修繕工事 

計 97,424  
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（５）周辺エリア、類似施設等の状況 

○ 本施設から車で約 10 分の常磐自動車道那珂インターチェンジ周辺エリアに、那珂市が道の駅の整備を計画しており、令

和４年 10 月に基本構想、令和５年３月に基本計画、令和７年３月に基本設計を策定した。 

○ 近県の類似施設では、本県と同様に指定管理者制度を導入して施設を管理している。 

 

＜他県類似施設（植物園（都・県立））＞ 

施設名 所在地 指定管理者 

とちぎ花センター 栃木県栃木市 (公財)栃木県農業振興公社 

ぐんまフラワーパーク 群馬県前橋市 (株)ぐんまフラワーパークＪＶ 

神代植物公園 東京都調布市 (公財)東京都公園協会 

神奈川県立大船フラワーセンター 神奈川県鎌倉市 アメニス大船フラワーセンターグループ 

 

＜他県類似施設（県民の森（都・県立））＞  

施設名 所在地 指定管理者 

栃木県県民の森 栃木県矢板市 たかはらの森管理グループ 

埼玉県県民の森 埼玉県秩父郡横瀬町 (公社)埼玉県農林公社 

東京都檜原都民の森 東京都西多摩郡檜原村 檜原村 

東京都奥多摩都民の森 東京都西多摩郡奥多摩町 奥多摩町 

神奈川県立 21 世紀の森 神奈川県南足柄市 (株)アグサ 

千葉県立内浦山県民の森 千葉県鴨川市 (一財)千葉県観光公社 

千葉県立清和県民の森 千葉県君津市 千葉県森林組合 
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（６）議会からの提言や外部有機者等からの意見等 

 ○ 魅力向上に関する調査特別委員会（令和２年度） 

提言内容 対応状況 

茨城県民の森及び茨城県植物園については、四季の感動

を体験・体感し、憩い学べる自然観察施設の機能を活かし

つつ、民間アイデアを活用し、先進的な技術や体験型アウ

トドア施設など、新たなコンセプトを導入することによ

り、魅力溢れる施設に一新し、観光客増加及び地域経済の

活性化を図る必要がある。 

民間の創意工夫や経営力を取り入れ、植物園等と

しての機能を活かしつつ、県内外からの集客を実現

できる魅力溢れる施設への一新を図っていく。 

 

２ 課題 

○ 整備後 40 年以上経過している施設が多く、今後も施設の機能を維持していくためには、空調機の更新等の大規模工事

や、機能が低下した電気設備、給排水設備等の更新を計画的に行う必要があり、維持管理費の増大が見込まれる。これら

施設・設備の更新、修繕に係る費用は指定管理料とは別に県が措置する必要がある。 

○ 県民の森は、シニア層の手軽な散策コースとしての利用などにより利用者数は微増傾向にある一方、中核施設である植

物園については、施設の老朽化等により、利用者数はピーク時と比較し大幅に減少している。 

 

３ 対応方針 

区分 今後の取組方針（案） 令和７年度 令和６年度 

① 現状維持（現行の管理手法等での施設運営の合理化等）   

② 施設のあり方検討（サウンディング調査の実施、外部委員会の開催等）   

③ 民間活力導入による運営改善（施設リニューアル等） ○ ○ 

④ 他団体への譲渡・譲与（民間、市町村等）   

⑤ 廃止・休止・統合   
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【方針】 

 〇 施設の現状や利用状況、議会からの提案を踏まえ、自然観察施設の機能を活かしつつ、民間アイデアを活用し、魅力あ

ふれる施設への一新を図る。 

【理由】 

○ 整備後 40 年以上が経過し、今後増大が見込まれる施設の老朽化に伴う施設運営経費を県が負担し続けることは困難で

ある。 

○ そこで、民間の創意工夫や経営力を取り入れ、植物園等に付加価値をつけて魅力を向上させる整備を行い、利用者を増

加させることで、持続可能な運営ができる施設へ転換を図る。 
 

４ 周辺の影響とその対応 

○ リニューアルの検討に当たっては、新たな利用者の取り込みを図る一方、これまでの利用者にも配慮したものとする必

要がある。特に、県民の森については、周辺住民による森林散策の利用が多いことから、これらの利用者にも配慮する必

要がある。 

○ また、那珂インターチェンジ周辺エリアで整備が予定されている道の駅との相乗効果も期待しながら、両施設のコンテ

ンツのすみ分けや周遊を促す方法などについて、地元市と連携を図る必要がある。 

 

５ 今後の予定 

○ 令和７年 11 月にリニューアルオープン 
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○施設名 自然観察施設等（奥久慈憩いの森、水郷県民の森、お手まき記念の森） 
 

１ 現状 

（１）施設の概要 

○ 奥久慈憩いの森は、森林に関する学習及び研修並びに自然探勝の場として設置した自然観察施設である。昭和 51 年に開催

された第 27 回全国植樹祭では、昭和天皇皇后両陛下が施設内に樹木をお手植えされた。平成元年に開催された第 13 回全国

育樹祭では、お手植えされた樹木を皇太子殿下（現天皇陛下）がお手入れされた。 

○ 水郷県民の森は、森林その他の自然環境に関する学習並びに保健及び休養の場として設置した自然観察施設である。平成

17 年に開催された第 56 回全国植樹祭では、当時の天皇皇后両陛下（現在の上皇上皇后両陛下）が施設内に樹木をお手植え

された。令和５年に開催された第 46 回全国育樹祭では、お手植えされた樹木を秋篠宮皇嗣同妃両殿下がお手入れされた。 

○ お手まき記念の森は、昭和 51 年に開催された第 27 回全国植樹祭の会場の一つであり、昭和天皇皇后両陛下が樹木の種を

お手まきされた場所である。昭和 57 年 4 月、高萩市がお手まき記念の森を含む周辺一帯を森林公園として整備するため、

県は土地・建物を無償で貸付けした。現在、高萩市森林公園として市民に親しまれ、園内には同市出身の彫刻家が製作した

彫刻が展示されており、芸術公園の趣も有している。 
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 奥久慈憩いの森 水郷県民の森 お手まき記念の森 

所 在 地 久慈郡大子町大字高柴4164-３ほか 潮来市島須 3072-83 ほか 高萩市下手綱 1952-17 ほか 

開業年月 昭和 51 年６月 平成 18 年４月 昭和 51 年４月 

施設概要 

面積 49.3ha 
森林学習館 
延べ床面積：350.44 ㎡ 
構造：木造、地上１階 

林業研修センター 
延べ床面積：499.35 ㎡ 
構造：木造、地上２階 

ログハウス 
延べ床面積： 81.81 ㎡ 
構造：木造、地上１階 

面積 51.5ha 
ビジターセンター 
 延べ床面積：696.41 ㎡ 
構造：木造、地上１階 

活動体験施設 
延べ床面積：122.38 ㎡ 
構造：木造、地上１階 

土地 18,249.13 ㎡ 
公園敷地 17,822.46 ㎡ 
建物敷地 426.67 ㎡ 

建物（展示棟）１棟 
延べ床面積：318 ㎡ 
構造：木造、地上１階 

設置理由 

森林に関する学習及び研修並びに 

自然探勝の場として、県民の利用に 

供する施設 

森林その他の自然環境に関する学

習並びに保健及び休養の場とし

て、県民の利用に供する施設 

緑化思想の普及、地域住民の福祉 

向上の場として、県民の利用に 

供する施設 

設置の 

根拠法令等 
茨城県自然観察施設の設置及び管理に関する条例 

高萩市森林公園の設置及び管理に 

関する条例 

事業内容 施設・設備の管理、森林・緑地の管理、自然観察等のイベント開催 施設・設備の管理、森林・緑地の管理 

定員 － 

利用料金 

 
区分 利用料金 

林業研修 
センター 

教室 
１日 3,030円 
半日 1,520円 

宿泊 
施設 

１泊大人１人 1,970円 
１泊小人１人  990円 

キャンプ場 
１泊１張り   1,480円 
(テント持込み 740円) 

 

無料 無料 
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（２）管理手法 ※令和７年４月 1日時点 

○ 奥久慈憩いの森及び水郷県民の森は、平成 18 年度から指定管理者制度を導入しており、指定管理者による日常管理のほ

か、県による修繕も行い、施設の維持管理を実施している。 

○ 両施設とも、令和５年度に指定管理者更新の手続きを行い、奥久慈憩いの森は、指定管理者が大子町から茨城県造園業協

同組合に変更となり、水郷県民の森は、公益社団法人茨城県農林振興公社が引き続き指定管理者となった。 

施 設 名 奥久慈憩いの森 水郷県民の森 

指定管理者 茨城県造園業協同協会 公益社団法人茨城県農林振興公社 

指定管理期間 令和６年４月１日～令和 11 年３月 31 日（５年間） 

従事者数 ６人 （常勤１人、非常勤５人） ６人 （常勤２人、非常勤４人） 

 

 ○ お手まき記念の森は、昭和 57 年４月１日から高萩市への無償貸付けを行い、「高萩市森林公園」として市が管理運営を 

行っている。 

施 設 名 お手まき記念の森 

相 手 方 高萩市 

契約形態 公有財産賃貸借契約（現契約期間：令和４年４月１日～令和９年３月 31 日）５年更新 

契約内容 
土地 18,249.13 ㎡（公園敷地 17,822.46 ㎡、建物敷 426.67 ㎡）の貸付け 

建物（展示棟）1棟（延べ床面積：318 ㎡、構造：木造、地上１階）の貸付け 

貸 付 料（年額） 無償 

そ の 他 
高萩市において「高萩市森林公園の設置及び管理に関する条例」を制定（昭和 55 年） 

高萩市は、県との契約に基づき財産の保全、修繕に要する経費を全て負担 
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（３）利用状況 

  ○ 奥久慈憩いの森の利用者数のピークは、平成 18 年度の約２万人で、その後徐々に減少し、近年ではコロナ禍の影響もあ

り利用者数が落ち込んだものの、令和６年度の利用者数は約１万人となっている。 

○ 水郷県民の森は、開業から現在まで、年間８万人前後の利用者を確保しており、利用者数のピークは平成 28 年度の約８

万５千人である。その後、コロナ禍の中でも利用者数を維持し、令和６年度の利用者数は約７万８千人となっている。 

○ お手まき記念の森の利用者数は減少傾向にあり、令和６年度の利用者数は約１万人となっている。 

 

【利用者数の推移】                                           （単位：人） 

年度 ピーク H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ 
R６/ 

ﾋﾟｰｸ 

奥久慈 

憩いの森 

19,948 

(H18) 
13,769 13,901 12,319 13,359 8,210 7,447 8,184 8,005 8,205 10,169 51％ 

水郷 

県民の森 

84,537 

(H28) 
84,306 84,537 83,394 82,783 80,353 73,375 82,601 81,956 82,272 78,310 93％ 

お手まき 

記念の森 

41,027 

(H20) 
19,955 20,324 18,086 18,024 20,011 20,963 14,486 10,891 8,843 10,038 24％ 

３施設 

合計 
145,512 118,030 118,762 113,799 114,166 108,574 101,785 105,271 100,852 99,320 98,517 68％ 
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（４）運営状況 

①奥久慈憩いの森 

 ○ 奥久慈憩いの森の指定管理料は、年間約２千６百万円を要しており、近年はコロナ禍の影響などにより、利用料金収入の

減少に伴い収支状況が悪化したものの、指定管理者の変更に伴って管理方法等を見直したことで、令和６年度の収支状況は

回復した。 

○ 修繕については、森林学習館の屋根修繕工事や森林学習館の外壁塗装工事等を実施しているが、直近 10 年間で１件につ

き１千万円以上の大規模修繕は実施していない。 

 

【収支の推移】                                          （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

指定 

管理料 

利用料 

収入 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 29,623 27,379 1,616 628 25,950 9,368 16,218 364 0 3,673  0 

H28 28,288 27,015 648 625 25,252 9,844 15,030 378 0 3,036  3,065 

H29 27,722 26,188 695 839 26,266 9,805 16,329 132 0 1,456  5,681 

H30 26,665 25,621 471 573 26,855 10,222 16,478 155 0 △190  518 

R１ 26,638 26,079 239 320 28,236 8,624 19,572 40 0 △1,598  6,677 

R２ 26,085 25,793 12 280 28,309 8,696 19,563 50 0 △2,224  13,090 

R３ 26,513 26,069 0 444 28,822 9,012 19,750 60 0 △2,309  29,766 

R４ 29,094 26,079 35 2,980 28,737 8,918 19,759 60 0 357  2,761 

R５ 26,660 26,079 82 499 28,400 9,036 19,344 20 0 △1,740  0 

R６ 26,551 25,994 152 405 24,153 9,286 14,837 30 0 2,398  0 

平均 27,384 26,230 395 759 27,098 9,281 17,688 129 0 286  6,156 
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 ②水郷県民の森 

○ 水郷県民の森の指定管理料は、年間約２千１百万円を要しており、利用料収入はないものの、施設内の森林・緑地の管理

をボランティア団体等と協働で実施するなど、指定管理者の工夫によって維持管理費の削減に努めている。 

○ 修繕については、ビジターセンターの空調機更新工事等を実施している。 

 

【収支の推移】                                          （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

指定 

管理料 

利用料 

収入 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 21,786 21,613 - 173 20,191 12,058 8,061 72 0 1,595  0 

H28 21,571 21,327 - 244 21,449 13,216 8,161 72 0 122  0 

H29 20,888 20,675 - 213 21,910 13,868 7,997 45 0 △1,022  0 

H30 20,424 20,230 - 194 21,280 14,023 7,194 63 0 △856  0 

R１ 21,420 21,272 - 148 20,652 12,821 7,768 63 0 768  4,609 

R２ 21,315 21,272 - 43 20,119 12,477 7,624 18 0 1,196  231 

R３ 21,439 21,272 - 167 20,474 12,525 7,913 36 0 965  38,530 

R４ 21,419 21,272 - 147 20,693 12,881 7,749 63 0 726  12,038 

R５ 21,663 21,272 - 391 21,690 13,967 7,669 54 0 △27  924 

R６ 21,455 21,272 - 183 21,718 13,333 8,322 63 0 △263  35,277 

平均 21,338 21,148 - 190 21,018 13,117 7,846 55 0 320  9,161 
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 ③お手まき記念の森 

○ お手まき記念の森は、高萩市が、直接管理運営をしている。 

 

【歳出の推移】                                            （単位：千円） 

年度 歳出計 
     【参考】 

使用料等収入 人件費 維持管理費 事業費 その他  

H27 5,444 0 5,444 0 0  - 

H28 5,577 0 5,577 0 0  - 

H29 6,978 0 6,978 0 0  - 

H30 5,102 0 5,102 0 0  - 

R１ 4,906 0 4,906 0 0  - 

R２ 5,070 0 5,070 0 0  - 

R３ 4,018 0 4,018 0 0  - 

R４ 4,304 0 4,304 0 0  - 

R５ 5,007 0 5,007 0 0  - 

R６ 5,046 0 5,046 0 0  - 

平均 5,145 0 5,145 0 0  - 
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【大規模修繕の推移】（10,000 千円以上の修繕を記載）  

○ 直近 10 年間の大規模修繕の実績としては、水郷県民の森において老朽化が進んでいた水上木製デッキ撤去工事を令和３

年度に実施し、ビジターセンターの空調機更新工事を令和６年度に実施した。 

（単位：千円） 

年度 修繕実績額 修繕内容 

H27 0 - 

H28 0 - 

H29 0 - 

H30 0 - 

R１ 0 - 

R２ 0 - 

R３ 32,736 大膳池に架かる水上木製デッキ撤去工事（水郷） 

R４ 0 - 

R５ 0 - 

R６ 35,277 ビジターセンター空調機更新工事（水郷） 

計 68,013  
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（５）周辺エリア、類似施設等の状況 

○ 近県の類似施設では、本県と同様に指定管理者制度を導入して施設を管理している。 

施設名 所在地 指定管理者 

栃木県県民の森 栃木県矢板市 たかはらの森管理グループ 

埼玉県県民の森 埼玉県秩父郡横瀬町 (公社)埼玉県農林公社 

東京都檜原都民の森 東京都西多摩郡檜原村 檜原村 

東京都奥多摩都民の森 東京都西多摩郡奥多摩町 奥多摩町 

神奈川県立 21 世紀の森 神奈川県南足柄市 (株)アグサ 

内浦山県民の森 千葉県鴨川市 (一財)千葉県観光公社 

清和県民の森 千葉県君津市 千葉県森林組合 

 

２ 課題 

○ いずれの施設も開業から年数が経過し、施設の老朽化による設備の更新や建築物の修繕等を計画的に実施する必要があ

る。 

 

３ 対応方針 

区分 今後の取組方針（案） 令和７年度 令和６年度 

① 現状維持（現行の管理手法等での施設運営の合理化等） ○ ○ 

② 施設のあり方検討（サウンディング調査の実施、外部委員会の開催等）   

③ 民間活力導入による運営改善（施設リニューアル等）   

④ 他団体への譲渡・譲与（民間、市町村等）   

⑤ 廃止・休止・統合   
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【方針】 

○ 現行での施設運営及び管理手法を継続し、合理化を図る。 

【理由】 

○ 奥久慈憩いの森は、森林学習や自然探勝の場としての役割を果たすため、小中学生を対象とした木工工作体験や野鳥観察

等ができる拠点として利用されており、利用者のニーズを把握しつつ、引き続き施設を存続していく必要がある。 

○ 水郷県民の森は、自然環境に関する学習をする場としての役割を果たすため、植物観察会や野鳥観察会等の開催のほか、

地域団体のイベント会場として利用されており、利用者のニーズを把握しつつ、引き続き施設を存続していく必要がある。 

○ お手まき記念の森は、豊かな自然を感じられる憩いの場としての役割を果たすため、高萩市によって県の負担なく管理さ

れており、引き続き施設を存続していく必要がある。 

 

 

- 34 -

- 34 -



 

 

 

 

 

 

令和７年度 公の施設等運営状況報告書 

（県所有施設） 

 

 

 

 

 

水産振興課（農林水産部） 

令和７年６月１１日（水） 
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○施設名 波崎漁港海岸休憩施設 

 

１ 現状 

（１）施設の概要 

 〇 波崎漁港海岸休憩施設は、海水浴、マリンスポーツ等で波崎漁港海岸を訪れる者の休憩場所として設置したものである。 

所 在 地 神栖市波崎 9572-１地先 

開業年月 平成７年８月 

施設概要 
施設敷地 15,000 ㎡、休憩・管理棟 鉄筋コンクリート造（管理室・トイレ・シャワー室、休憩室） 

（延床面積：216.32 ㎡） 

設置理由 海水浴客、マリンスポーツ等で波崎漁港海岸を訪れる者の休憩場所として整備された。 

設置の根拠法令等 茨城県波崎漁港海岸休憩施設の設置及び管理に関する条例 

事業内容 施設の維持管理等 

定    員 － 

利用料金 温水シャワー210 円以内／回（３分） 

 

（２）管理手法 ※令和７年４月 1日時点 

〇 平成７年度から施設の運営を委託しており、平成 18 年度からは指定管理者制度を導入している。 

指定管理者 神栖市 

指定管理期間 令和６年４月１日～令和 11 年３月 31 日（５年間） 

従事者数 ３人（非常勤）  
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（３）利用状況 

〇 利用者数は、令和元年度までは概ね年間２万人前後で推移していたが、令和２年度から令和３年度についてはコロナ禍 

の影響によりピーク時の 50％程度に低減している。 

〇 令和６年度は、ピーク時の約 76％まで回復している。 

【利用者数の推移】                                        （単位：人） 

年度 
H29 

（ピーク） 
H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ 

R６ 

/ﾋﾟｰｸ 

利用者数 23,562 17,681 19,108 23,562 16,140 18,186 11,242 11,545 17,632 17,839 17,929 76.1％ 

 

（４）運営状況 

○ シャワー利用料と地元神栖市の財源にて運営を行っている。  

【収支の推移】                                           （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

指定 

管理料 

利用料 

収入 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 10,189 - 462 9,727 10,189 1,996 8,193 - - 0  0 

H28 10,121 - 551 9,570 10,121 1,989 8,132 - - 0  681 

H29 12,500 - 591 11,909 12,500 1,880 10,620 - - 0  0 

H30 13,061  - 445 12,616 13,061 1,776 11,285  -  -  0  0 

R１ 10,156 - 381 9,775 10,156 1,940 8,216 - - 0  0 

R２ 16,814 - 238 16,576 16,814 1,902 14,912 - - 0  0 

R３ 9,764 - 136 9,628 9,764 1,501 8,263 - - 0  0 

R４ 5,785 - 396 5,389 5,785 2,240 3,545 - - 0  0 

R５ 7,211 - 361 6,850 7,211 2,345 4,866 - - 0  0 

R６ 6,481 - 307 6,174 6,481 2,776 3,705 - - 0  0 

平均 10,208 - 387 9,821 10,208 2,034 8,174 - - 0  68 
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【大規模修繕の推移】（10,000 千円以上の修繕を記載）  

〇 これまで、10,000 千円以上の大規模な修繕は行っていない。 

 

（５）周辺エリア、類似施設等の状況 

 〇 周辺に類似施設はない。 

 

 

 

２ 課題 

  〇 施設の長寿命化のために必要な修繕等について神栖市と協議し、適切に実施していく必要がある。 

 

３ 対応方針 

 区分 今後の取組方針（案） 令和７年度 令和６年度 

① 現状維持（現行の管理手法等での施設運営の合理化等） 〇 〇 

② 施設のあり方検討（サウンディング調査の実施、外部委員会の開催等）   

③ 民間活力導入による運営改善（施設リニューアル等）   

④ 他団体への譲渡・譲与（民間、市町村等）   

⑤ 廃止・休止・統合   

 

【方針】 

〇 現行の施設運営により管理する。 

【理由】 

〇 当該施設には、波崎漁港海岸を訪れる者の休憩場所としての役割が求められていることから、現行の管理手法による施設

の存続に努めていく。 

 

 

- 38 -

- 38 -



○施設名 漁港施設（那珂湊漁港駐車場、那珂湊漁港水門、波崎漁港浄化施設） 

 

１ 現状 

（１）施設の概要 

○ 那珂湊漁港駐車場は、漁港来場者の駐車スペースを確保することにより、漁港内での無秩序な駐車を防止し、漁業生産活

動の円滑化を図ることを目的としている。 

○ 那珂湊漁港水門は、那珂湊漁港内への河川土砂の流入防止、航路機能の維持を目的としている。 

〇 波崎漁港浄化施設は、近隣市街地に散在する水産加工業者を漁港内の加工団地へ集積し、産地の拠点化を図るとともに水

産加工場からの排水を処理し、波崎漁港及び周辺水域の衛生管理・環境保全に資することを目的としている。 

 那珂湊漁港駐車場 那珂湊漁港水門 波崎漁港浄化施設 

所 在 地 ひたちなか市湊本町地内 ひたちなか市湊本町地内 神栖市波崎新港 11 

開業年月 平成６年 10 月 平成３年４月 平成 13 年４月 

施設概要 

施設敷地 

 第１駐車場 8,909 ㎡、 

第２駐車場 5,774 ㎡ 

施設敷地 377 ㎡ 

・管理棟 

鉄筋コンクリート造２階建 

  延床面積：225 ㎡ 

・機械室棟 

鉄筋コンクリート造１棟 

延床面積：54 ㎡ 

・防衛チェーン機械室 

鉄筋コンクリート造１棟 

延床面積：98 ㎡ 

施設敷地 9,403.63 ㎡、 

・前処理棟 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

地上２階、地下１階建 

延床面積：971 ㎡ 

設置理由 

那珂湊漁港内での無秩序な駐

車を防止し、漁業生産活動の

円滑化を図る 

那珂湊漁港内への河川土砂の流入

防止と航路機能の維持を図る 

近隣市街地に散在する水産加工業

者（19 社）を本加工団地へ集積し、

産地の拠点化を図るとともに漁港

内の衛生管理・環境保全を図る 

設置の根拠法令等 漁港及び漁場の整備等に関する法律及び茨城県漁港管理条例 
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 那珂湊漁港駐車場 那珂湊漁港水門 波崎漁港浄化施設 

事業内容 
駐車場料金の徴収、利用者の

整理誘導、施設の維持管理等 

施設の維持管理等 施設の維持管理等 

定 員 

第１駐車場 

 普通車：229 台、バス：10 台 

第２駐車場 

 普通車：176 台 

－ － 

利用料金 

普通車：100 円 

乗合型自動車：210 円 

大型乗合自動車：340 円 

無 事業所敷地：398 円／㎡、 

排水量  ：196 円／㎥ 

 

（２）管理手法 ※令和７年４月 1日時点 

 那珂湊漁港駐車場 那珂湊漁港水門 波崎漁港浄化施設 

管理手法 指定管理者制度 

・平成６年度から、施設の運営

を委託 

・平成18年度から指定管理者制

度を導入 

 

指定管理者制度 

・平成３年度から、施設の運営を

委託 

・平成 18 年度から指定管理者制

度を導入 

直営 

・平成 18 年度から指定管理者

制度を導入していたが、東日

本大震災による復旧工事や老

朽化対策工事のため、平成 24

年度から管理運営は、全て委

託で実施 

管理状況 ・指定管理者 

㈱暁恒産 

・指定管理期間 

  令和５年４月１日～ 

令和 10 年３月 31 日（５年間） 

・従事者数 

  ９人 （非常勤９人） 

・指定管理者 

那珂湊漁業協同組合 

・指定管理期間 

  令和５年４月１日～ 

令和 10 年３月 31 日（５年間） 

・従事者数 

２人 （非常勤２人） 

・委託先 

三菱化工機アドバンス㈱ 

・従事者数 

３人（非常勤３人） 
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（３）利用状況 

  ○ 那珂湊漁港駐車場の利用台数は、令和元年度までは概ね年間 42～44 万台で推移していた。令和２年度はコロナ禍の影響

によりピーク時の 74％と落ち込んだが、令和３年度には、86%まで回復し、令和６年度は、108％とピーク時を上回ってい

る。 

  〇 那珂湊漁港水門は、東日本大震災以前の利用隻数は概ね 2,000 隻程度で推移していたが、震災復旧工事を終え再稼働した

平成 29 年度以降の利用隻数は、船舶数の減少によりピーク時(平成 17 年度)の半分以下となった。令和２年度以降は、流入

土砂が水門付近に堆積し稼働を停止していることから、利用実績がない状況が継続している。 

  〇 波崎漁港浄化施設を利用している加工団地は、すべての区画が埋まっており、利用企業数は上限に達している。 

 

【利用者数の推移】                                        

施設

名 
項目 

ピーク 
H27 H28 H29 H30 R１ R２ R３ R４ R５ R６ 

R６ 

/ﾋﾟｰｸ 年度 利用者数 

駐車

場 

利用台数 

(台) 
R４ 499,012 443,131 433,273 414,912 438,203 426,804 369,683 429,088 499,012 488,157 538,490 107.9％ 

水門 
利用隻数 

(隻) 
H17 2,248 0 0 752 955 774 0 0 0 0 0 0.0％ 

浄化 

施設 

利用企業数

(社) 
R４ 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 100％ 

処理水量 

(㎥) 
H29 114,246 110,071 111,192 114,246 103,375 112,387 100,777 95,947 99,294 108,056 95,983 84.0％ 
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（４）運営状況 

 ① 那珂湊漁港駐車場  

○ 那珂湊漁港駐車場の利用台数（過去５年間）は平均 46 万台/年を超え、利用料収入は平均 46,800 千円/年で推移してい

る。なお、令和２年度は、コロナ禍の影響で一時的に減少した。 

〇 指定管理者の歳出が指定管理料を上回っていることから、令和６年度にチケットレス入庫やキャッシュレス決済等を導

入し、維持管理費の削減を行うとともに、指定管理料の増額等を行った。 

 

【収支の推移】                                           （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

指定 

管理料 

利用料 

収入※ 
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 15,120 15,120 - - 16,018 10,802 5,216 - - △898  0 

H28 15,120 15,120 - - 15,808 10,684 5,124 - - △688  38,545 

H29 14,957 14,957 - - 16,642 11,039 5,603 - - △1,685  0 

H30 15,120 15,120 - - 15,482 9,787 5,695 - - △362  0 

R１ 15,260 15,260 - - 15,746 10,393 5,353 - - △486  0 

R２ 15,400 15,400 - - 17,048 10,647 6,401 - - △1,648  0 

R３ 15,400 15,400 - - 18,058 11,522 6,536 - - △2,658  0 

R４ 15,400 15,400 - - 17,729 10,716 7,013 - - △2,329  0 

R５ 15,400 15,400 - - 16,337 9,910 6,427 - - △937  33,000 

R６ 16,515 16,515 - - 17,953 14,882 3,071 - - △1,438  75 

平均 15,369 15,369 - - 16,682 11,038 5,644 - - △1,313  7,162 

 ※利用料収入は県の歳入としているため、指定管理者の歳入における利用料収入は「－」と記載 

  なお、県の歳入となる利用料収入は、平均 46,800 千円/年（R２：37,170 千円、R３：43,189 千円、R４：50,260 千円、 

R５:49,270 千円、R６：54,089 千円）で推移している。 
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 ② 那珂湊漁港水門 

  ○ 現在、緊急時を除き閉門しており、船舶の航行はないが、河川からの土砂流入防止機能は維持・継続されている。 

〇 維持管理費等に大きな変動はなく収支は安定している。 

〇 平成 23 年度から平成 26 年度までは、大震災からの復旧工事のため指定管理を行っていない。 

 

【収支の推移】                                           （単位：千円） 

年度 
歳入計 

（A） 

    
歳出計 

（B） 

    
収支 

（A-B） 

 【参考】 

県実施の 

修繕費 

指定 

管理料 

利用料 

収入  
その他 人件費 

維持 

管理費 
事業費 その他 

 

H27 27,999 27,999 - - 28,019 10,496 17,523 - - △20  0 

H28 28,038 28,038 - - 28,137 12,326 15,811 - - △99  43,714 

H29 28,221 28,221 - - 28,235 12,411 15,824 - - △14  0 

H30 28,188 28,188 - - 28,188 12,459 15,729 - - 0  0 

R１ 28,388 28,388 - - 28,388 12,660 15,728 - - 0  0 

R２ 28,688 28,688 - - 28,688 12,958 15,730 - - 0  0 

R３ 28,688 28,688 - - 28,688 12,955 15,733 - - 0  0 

R４ 28,688 28,688 - - 28,688 12,535 16,153 - - 0  0 

R５ 28,688 28,688 - - 28,688 12,636 16,052 - - 0  0 

R６ 27,252 27,252 - - 27,252 11,188 16,064 - - 0  0 

平均 28,284 28,284 - - 28,297 12,262 16,035 - - △13  4,371 
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 ③ 波崎漁港浄化施設 

 ○ 波崎漁港浄化施設の利用企業数の増減はない（19 社）。また、処理水量は、水揚量により変動があるものの 100,000 ㎥

前後で推移している。 

〇 利用料収入も平均 38,515 千円に対し、支出は平均 32,516 千円であり、収支も安定し均衡がとれている。 

 

【歳出の推移】                                          （単位：千円） 

年度 歳出計 

     【参考】 

人件費 維持管理費 事業費 その他  利用料収入 
県実施の 

修繕費等 

H27 28,344 - 5,967 22,377 -  39,064 397,667 

H28 27,468 - 5,396 22,072 -  39,279 0 

H29 28,435 6,488 5,696 16,251 -  39,866 92,224 

H30 29,846 5,692 6,658 17,496 -  37,778 262,527 

R１ 32,625 8,246 7,101 17,278 -  39,899 38,427 

R２ 34,462 8,713 7,632 18,117 -  38,002 0 

R３ 34,012 9,488 7,214 17,310 -  37,056 4,000 

R４ 37,444 8,406 9,326 19,712 -  37,712 9,700 

R５ 34,765 8,790 7,526 18,449 -  39,429 0 

R６ 37,758 9,105 8,207 20,446 -  37,063 25,300 

平均 32,516 6,493 7,072 18,951 -  38,515 82,984 
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【大規模修繕の推移】（10,000 千円以上の修繕を記載） 

  〇 那珂湊漁港駐車場は、平成 28 年度に東日本大震災による復旧工事、令和６年度にキャッシュレス決済対応機器類を導入

している。 

  〇 那珂湊漁港水門は、平成 26 年度、平成 28 年度に東日本大震災による災害復旧工事を行っている。 

  ○ 波崎漁港浄化施設は、平成 27 年度に東日本大震災による災害復旧工事を行ったほか、国補事業等を活用しながらプラン

ト・機械・電気設備等の工事等を行っている。 

（単位：千円） 

年度 修繕実績額 修繕内容 

H27 397,667 波崎漁港浄化施設 災害復旧工事（東日本大震災） 

H28 82,259 
那珂湊漁港駐車場 災害復旧工事（東日本大震災） 38,545 

那珂湊漁港水門  災害復旧工事（東日本大震災） 43,714 

H29 92,224 波崎漁港浄化施設 災害復旧関連工事（プラント・機械・電気設備等の工事） 

H30 262,527 波崎漁港浄化施設 災害復旧関連工事（プラント・機械・電気設備等の工事） 

R１ 38,427 波崎漁港浄化施設 災害復旧関連工事（プラント・機械・電気設備等の工事） 

R２ -  

R３ -  

R４ -  

R５ 33,000 那珂湊漁港駐車場 キャッシュレス決済対応機器類導入工事 

R６ 25,300 波崎漁港浄化施設 機能回復工事詳細設計業務委託 

計 931,404  

 

（５）周辺エリア、類似施設等の状況 

  〇 那珂湊漁港駐車場、那珂湊漁港水門及び波崎漁港浄化施設は、周辺エリアに類似施設はない。また、近県（福島県、千葉

県、東京都、神奈川県、静岡県）においても同様の施設は設置されていない。 
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２ 課題 

  〇 那珂湊漁港駐車場は、漁港内での無秩序な駐車を抑制するため駐車場の稼働率を向上させる必要がある。 

  〇 那珂湊漁港水門は、漁港内への土砂流入に伴い水門付近に土砂が堆積し、稼働できないことから早期の復旧が必要であ

る。 

  〇 波崎漁港浄化施設は、施設供用開始から 24 年経過しており、施設の老朽化や設備の経年劣化が生じていることから、今

後も計画的な修繕・改修を行っていく必要がある。 

 

３ 対応方針  

 今後の取組方針（案） 令和７年度 令和６年度 

① 現状維持（現行の管理手法等での施設運営の合理化等） 〇 〇 

② 施設のあり方検討（サウンディング調査の実施、外部委員会の開催等）   

③ 民間活力導入による運営改善（施設リニューアル等）   

④ 他団体への譲渡・譲与（民間、市町村等）   

⑤ 廃止・休止・統合   

  

【方針】 

  ○ 那珂湊漁港駐車場は、令和６年４月に導入したチケットレス入庫やキャッシュレス決済による精算方法の周知を行い、円

滑な入出庫を促すなど、駐車場稼働率の向上に努めていく。 

〇 那珂湊漁港水門は、堆積土砂の除去を行い、早期の再稼働を目指していく。 

○ 波崎漁港浄化施設は、老朽化等に対応するための工事や修繕を適切に実施し、長寿命化を目指していく。 

 【理由】 

  ○ 当施設は、漁港及び漁場の整備に関する法律第３条に規定する県が管理する漁港施設であることから、設置目的のとおり

漁業生産活動の円滑化のため引き続き存続させる必要がある。 
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改革工程表２(年度別計画）

取り組むべき項目

１　栗加工品の製造拡大

 
 　 　 　 　 　 　 　 　

 　 　 　 　 　 　 　 　

２　累積損失の計画的解消
（令和６年度末　６百万円※）
　※令和７年３月31日時点決算見込み

 
 
 

３　進行管理結果の公表 　 　 　 　

　※注　　　　　　　　は改革期間及び推進事項を表示

令和９年度

所管部局・課名：農林水産部産地振興課

（原料栗の安定確保や製造の効率化による
栗ペースト等加工品の製造量拡大）

団体名：笠間栗ファクトリー株式会社

令和７年度 令和８年度

累積損失　４百万円

５５．０ｔ ５７．６ｔ ５９．６ｔ

累積損失　２百万円 累積損失解消

毎年度の進行管理結果を県議会に報告するとともに、県ホームページ等で公表
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改革工程表２(年度別計画）

取り組むべき項目
１　売上確保の取組強化
　（１）営業活動の強化

   

　（２）と畜頭数の拡大
　（令和5年度実績　346,501頭）

　 　 　

　（３）上場頭数の拡大 　 　 　 　 　 　 　 　
　（令和5年度実績　185,126頭）

２　計画的な施設整備 　

　

３　累積損失の計画的解消
　（令和5年度末　67百万円）

４　進行管理結果の公表
     ［R6.6月 県議会報告］

     ［R6.6月 県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ公表］

　 ※注　　　　　　　は改革期間及び推進事項を表示

　       [ ]は目標達成状況、【 】は修正後の目標を表示     

［ 営業部門と集荷担当が連携した営業展開により
                       県内外の出荷者を開拓 ］
　［共励会や研究会の開催により卸売部門を活性化］

［　累積損失解消　］

［　180,727頭　］

［ 自動電撃システム改修工事 ］

［ LED照明工事（第３期工事) ］

団体名：(株)茨城県中央食肉公社 所管部局・課名：農林水産部・畜産課

令和６年度 令和７年度 令和８年度

［　344,118頭　］

毎年度の進行管理結果を県議会に報告するとともに、ホームページ等で公表

新規出荷者及び買受人確保のための営業活動の強化

３５５，０００頭 ３５８，０００頭

１８７，２００頭 １８８，２００頭

３５０，８００頭

１８６，０００頭

累積損失解消

自動電撃システム改修工事

LED照明工事〔第3期工事〕
小動物解体ライン改修工事〔第1期工事〕
LED照明工事〔第4期工事〕

小動物解体ライン改修工事〔第2期工事〕
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

 

                          所管部局課 農林水産部農業経営課  

１ 出資法人の概要 

① 法人の名称 公益社団法人 茨城県農林振興公社 

② 所 在 地 水戸市上国井町３１１８番地１ 

③ 設立年月日 平成７年７月１９日 

④ 代 表 者 名 理事長  藍原 伸夫 

⑤ 基 本 財 産 １５，０００千円 

⑥ 設 立 根 拠 
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４４条 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

昭和４４年８月、従来、県が実施していた畜産基地の開発造成や農業構

造改善事業に係る経営管理指導などを中心に、農林施策の一翼を担う団体

として財団法人茨城県農業開発事業団が設立された。昭和６３年４月、森

林整備法人の認定を契機に財団法人茨城県農林振興公社に改称、平成２３

年１０月、新公益法人制度に基づく公益財団法人へ移行した。 

平成２６年４月、公益社団法人園芸いばらき振興協会、公益財団法人茨

城県農林振興公社及び公益社団法人茨城県穀物改良協会の３団体を再編・

統合し、園芸いばらき振興協会（平成７年７月設立）を存続団体、名称を

「公益社団法人茨城県農林振興公社」とした。 

また、同年４月、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づく農地中

間管理機構の知事指定を受けた。 

⑧ 組 織 

役職員数 理事１９人 監事 ３人 常勤職員３２人 嘱託・臨時７４人 

組織機構（課所単位まで） 

            総務企画部 

                      農地中間管理事業部 

担い手支援部 

 理事長 － 専務理事 － 常務理事 －  穀物改良部 

                      園芸振興部       

                    施設管理部 

                      林業緑化部 

 

⑨ 出資状況（出資者名、金額、割合） 

名     称 出資者名 出  資  額 割合 

基本財産 茨城県    １５，０００千円 100％ 

農業担い手育成基金 

(2,134,075 千円) 
茨城県 

市町村 

各農協 

その他 

１，４４０，０００千円 

  ５２８，０７０千円 

   ５２，５０５千円 

  １１３，５００千円 

67.5% 

24.7% 

 2.5% 

 5.3% 

特定鉱害復旧事業等基金 

(95,334 千円) 

JOGMEC* 

茨城県 

   ７５，３３４千円 

   ２０，０００千円 

79.0% 

21.0% 

合     計  ２，２４４，４０９千円  

               * JOGMEC：独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 
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⑩ 資 産 状 況 

(令 7 年３月末現在) 

 

 

        （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

１，６８２，５３５ 

２，７８６，８４１ 

 

 

資 産 合 計 ４，４６９，３７６  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

１，３０４，０９９ 

２４６，７９４ 
 

負 債 合 計 １，５５０，８９３  

正 味 財 産 ２，９１８，４８３  
 

 

２ 令和６年度事業実績 

① 事業内容 

ア 農地中間管理事業 

  ・借入 2,707.7ha 貸付 3,151.7ha 

・売買事業  買入 142.1ha、売渡 148.0ha 

イ 経営構造対策事業 

  ・経営構造対策事業等の経営管理指導等 

ウ 農業担い手育成事業 

  ・就農相談会の開催や新規就農希望者の研修受入れ組織への助成等 

エ 就農支援資金貸付事業 

  ・研修や就農準備に必要な就農支援貸付金の回収 

オ 県有林事業 

  ・県有林の管理、保育、各種調査等 

カ 特定鉱害復旧事業 

  ・石炭鉱業関係の鉱害復旧事業に係る調整 

キ 自然観察施設管理運営事業 

  ・「茨城県民の森等（県民の森・植物園・熱帯植物館・森のカルチャーセンター・きの

こ博士館）」、「茨城県水郷県民の森」、「茨城県鳥獣センター」の管理運営 

ク 採種・振興事業 

  ・水陸稲、麦類、大豆、そば種子の生産 

   水陸稲（1,648t）、麦類（460t）、大豆（73t）、そば（22t） 

ケ 原種生産事業 

  ・水陸稲、麦類、大豆の原種の生産 

   水陸稲（22t）、麦類（18t）、大豆（3t） 

コ 園芸振興事業 

  ・園芸7品目協議会を中心とした研修会や品目PR活動の実施 

  ・県育成品種の種苗生産供給（赤ネギ「ひたち紅っこ」1.24㍑、イチゴ「ひたち姫」61

0株、「いばらキッス」24,333株、メロン「イバラキング」576,800粒 苗3,750本、

小ギク7品種（235株）） 

サ 環境保全事業 

  ・使用済農業用プラスチックの回収4,076t 

シ 野菜価格安定事業 

  ・県単野菜価格等安定供給事業 9品目 

  交付予約数量：4,772t 交付金：12,140千円 

  ・特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（国補）24品目 

交付予約数量：22,873t 交付金：36,846千円 

ス 農林業基盤整備等受託事業（収益事業） 

  ・里山林調査設計業務等 
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セ 種苗販売事業（収益事業） 

  ・野菜（メロン、トマト、ピーマン、ナス他）    792,739本販売 

  ・花き（トルコキキョウ、パンジー他）         41,970本販売 

 

②収支状況                              (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

基 本 財 産 運 用 益 

受 取 会 費 

事 業 収 益                                                                                                                  

受 取 補 助 金 等 

そ の 他 の 収 入 

26,406 

73,170 

3,998,884 

1,018,361 

224,616 

基本財産運用収益、特定資産運用益 

会員受取会費収益 

農地中間管理事業等収益、自然観察施設管理運営事業収益等 

野菜価格安定対策事業費補助金、農地中間管理事業補助金等 

交付準備金戻入等 

経 常 収 益 計 ① 5,341,437  

事 業 費 

管 理 費 

5,307,365 

14,200 

野菜価格安定対策事業、農地中間管理事業等 

一般管理費等 

経 常 費 用 計 ② 5,321,565  

当 期 経 常 増 減 額 ③ 

（① －②） 
19,872  

経 常 外 収 益 計 ④ 3,469  

経 常 外 費 用 計 ⑤ 0  

当 期 経 常 外 増 減 額 ⑥ 

（④－⑤） 
3,469  

法 人 税 等 ⑦ 546  

当期一般正味財産増減額 

（ 当 期 利 益 ） ⑧ 

（② ＋⑥－⑦） 

22,795  

正 味 財 産 期 首 残 高 ⑨ 2,895,688  

当期指定正味財産増減額

⑩ 
0  

正 味 財 産 期 末 残 高 ⑪ 

（⑧＋⑨＋⑩） 
2,918,483  

 

 ③補助金等の受入状況                         (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 0  

補 助 金 694,946 
野菜価格安定対策事業費補助金、農地中間

管理事業補助金等 

委 託 金 113,359 
茨城県原種苗センター運営管理事業、園芸

種苗センター種苗生産運営管理事業等 

貸 付 金 0  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
43,514 

農地中間管理事業 

（農地購入資金等借入） 
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３ 令和７年度事業計画 

①事業内容 

  ア 農地中間管理事業 

  イ 経営構造対策事業 

  ウ 農業担い手育成事業 

  エ 就農支援資金貸付事業 

  オ 県有林事業 

  カ 特定鉱害復旧事業 

  キ 自然観察施設管理運営事業 

  ク 採種・振興事業 

  ケ 原種生産事業 

  コ 園芸振興事業 

  サ 環境保全事業 

  シ 野菜価格安定事業 

  ス 農林業基盤整備等受託事業（収益事業） 

  セ 種苗販売事業（収益事業） 

 

②収支計画                              (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

基 本 財 産 運 用 益 

受 取 会 費 

事 業 収 益 

受 取 補 助 金 等 

そ の 他 の 収 入 

26,398 

73,358 

5,545,230 

1,013,153 

602,720 

基本財産等運用収益、特定資産運用収益 

会員受取会費収益 

農地中間管理事業等収益、自然観察施設管理運営事業収益等 

野菜価格安定対策事業費補助金、農地中間管理事業補助金等 

交付準備金戻入等 

経 常 収 益 計 ① 7,260,859  

事 業 費 

管 理 費 

7,234,299 

25,712 

野菜価格安定対策事業、農地中間管理事業等 

一般管理費等 

経 常 費 用 計 ② 7,260,011  

当 期 経 常 増 減 額 ③ 

（① －②） 
848  

経 常 外 収 益 計 ④ 0  

経 常 外 費 用 計 ⑤ 0  

当 期 経 常 外 増 減 額 ⑥ 

（④－⑤） 
0  

法 人 税 等 ⑦ 0  

当期一般正味財産増減額 

（ 当 期 利 益 ） ⑧ 

（② ＋⑥－⑦） 

848  

正 味 財 産 期 首 残 高 ⑨ 2,896,425  

当期指定正味財産増減額

⑩ 
0  

正 味 財 産 期 末 残 高 ⑪ 

（⑧＋⑨＋⑩） 
2,897,273  
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③補助金等の受入予定                         (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 0  

補 助 金 698,630 
野菜価格安定対策事業費補助金、農地中間

事業補助金等 

委 託 金 118,266 
茨城県原種苗センター運営管理事業、園芸種

苗センター種苗生産運営管理事業等 

貸 付 金 0  

損 失 補 償 限 度 額 

借 入 見 込 額 
452,000 

農地中間管理事業 

（農地購入資金等借入） 
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 
 

所管部局課 農林水産部水産振興課 
１ 出資法人の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 法人の名称  公益財団法人 茨城県栽培漁業協会 
② 所 在 地  鹿嶋市大字平井２２８７番地 
③ 設立年月日  平成６年１０月１日（平成 25 年４月１日 新公益法人へ移行） 
④ 代 表 者 名   理事長 川野邊 誠 
⑤ 基 本 財 産  １２６，７５０千円 
 
⑥ 設 立 根 拠 

 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公
益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関す
る法律第４４条 

⑦ 設 立 目 的 
  ・ 経 緯 

  栽培漁業の推進に関する事業を行い、水産資源の増大を図ることによ
り、水産物の安定供給と地域社会の発展に寄与することを目的とする。 

 
 
 
 
⑧ 組 織 
(令和７年３月末現在) 

 

 

 

役職員数 

 

理事 
 １５名 

 

監事 
３名 

 

常勤理事 
１名 

 常勤職員８名 
 嘱託４名、臨時職員７名 

 

組織機構 
 理事長(１名) 
       副理事長    理  事              総 務 
        (１名)       (12 名)              (１名) 
       監  事    専務理事  事務局長  ｾﾝﾀｰ長        魚類科 
        (３名)       (１名)     (１名)    (１名)        (３名) 
                                                           貝類科 
                                                          (２名) 

⑨ 出 資 状 況 

 

 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額、割合） 

 茨城県水産振興事業団   ６５，０００千円   ５１．３％ 

 茨 城 県        ５５，９５０千円   ４４．１％ 

 大 洗 町            ９５０千円   ０．７％ 

 日 立 市             ８００千円   ０．６％ 

 ひたちなか市            ７５０千円   ０．６％ 

 他９団体          ３，３００千円   ２．７％ 

  計            １２６，７５０千円  １００．０％ 

⑩ 資 産 状 況 
(令和７年３月末現在) 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 金   額 摘   要  

 流 動 資 産 
 固 定 資 産  

 

112,606 

240,883 

 

現金預金 69,183  未収金 43,423 

定期預金 126,750 退職給付引当資産 33,624 

漁業者等ひらめ資金 70,433 等 

 資 産 合 計  353,489  

 流 動 負 債 
 固 定 負 債  

60,977 

33,624 

未払金 60,559 預り金 418 

退職給付引当金 33,624 

 負 債 合 計  94,601  

正 味 財 産 258,888  
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２ 令和６年度事業実績 
 ①事業内容 
  ア ひらめ種苗生産等事業（補助事業） 
    ひらめの種苗生産・放流、放流効果把握調査 
  イ 水産種苗生産技術開発事業（受託事業） 
    あわび･あゆの種苗生産、はまぐり・まこがれい種苗量産に向けた技術開発、ほし

がれい・うにの種苗生産に向けた基礎技術開発、放流効果を高めるための放流指導 
  ウ 栽培漁業センター保守管理事業（受託事業） 
    県栽培漁業センターの施設、設備の維持管理 
  エ 栽培漁業普及事業（受託、協会単独事業） 
    展示施設の一般開放、協会機関誌発行、全国豊かな海づくり大会への参加、 
    栽培漁業推進団体への助成 

オ 養殖産業創出事業（受託事業） 
    まさばの養殖技術開発、養殖相談への対応 
 ②収支状況                                                     (単位：千円) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
金   額 摘   要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本財産運用益 
特定資産運用益 
受 取 受 託 費 

 
 

受 取 補 助 金 等
事 業 収 益
受 取 負 担 金
そ の 他 の 収 入 

127 
3 

194,896 
 
 

64,172 
0 

4,402 
3,521 

 
 
種苗生産 106,896 保守管理 37,045 普及啓発
2,793 放流指導 4,580 マサバ養殖 40,590 養
殖相談 2,992  
人件費等補助 22,701 ヒラメ種苗生産 41,471 
 
基本負担金 4,402 
ひらめ負担金振替 3,290 その他利息 231 

経 常 収 益 計 ① 267,121                                 
事 業 費
管 理 費 
特定資産繰入額等 

262,170 
   4,816 

0 

 
 
                                 

経 常 費 用 計 ② 266,986                                 
当 期 経 常 増 減 額 ③ 

（①－②） 
135 

 

経 常 外 収 益 計 ④ 0                                      
経 常 外 費 用 計 ⑤ 562                                      
当 期 経 常 外 増 減 額 ⑥ 

（④－⑤） 
△562 

 

法 人 税 等 ⑦ 0                                    
当期一般正味財産増減額 
（ 当 期 利 益 ） ⑧ 

（③＋⑥－⑦) 

 
△427 

 

 

正 味 財 産 期 首 残 高 ⑨ 252,680                                 
当期指定正味財産増減額
⑩ 

6,635 
 

正 味 財 産 期 末 残 高 ⑪ 
（⑧＋⑨＋⑩） 

258,888 
 

 
  ③補助金等の受入状況                                               (単位：千円) 
 
 
 
 
 
 
 

 
金   額 摘   要  

 

 

出 資 金 0 
 

補 助 金 64,172 人件費等補助 22,701 ヒラメ種苗生産 41,471 

委 託 金 194,896 種苗生産・保守管理151,314 マサバ養殖 40,590 
養殖相談 2,992  
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貸 付 金 0 
  

損 失 補 償 限 度 額 
年 度 末 残 高 

0 
 

        
３ 令和７年度事業計画 
 ① 事業内容 
  ア ひらめ種苗生産等事業（補助事業） 
    ひらめの種苗生産・放流、放流効果把握調査 
  イ 水産種苗生産技術開発事業（受託事業） 
     あわびの種苗生産、はまぐり・まこがれい種苗量産に係る技術開発、ほしがれい・

うにの種苗生産に係る基礎技術開発 
  ウ 栽培漁業センター保守管理事業（受託事業） 
    県栽培漁業センターの施設、設備の維持管理 
  エ 栽培漁業放流指導・普及啓発事業（受託、協会単独事業） 
    放流効果を高めるための放流指導、展示施設の一般開放、協会機関誌発行、全国豊 

かな海づくり大会への参加、栽培漁業推進団体への助成 
  オ 養殖産業創出事業（受託事業） 
    まさば・あわび等の養殖用種苗生産、養殖業技術指導への対応 
 
 ②収支計画                                         (単位：千円) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 金   額 摘   要  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

基本財産運用益 
特定資産運用益 
受 取 受 託 費 

 
 

受 取 補 助 金 等
事 業 収 益
受 取 負 担 金
そ の 他 の 収 入 

127 
2 

186,904 
 
 

68,118 
0 

4,402 
3,917 

 
 
種苗生産 110,083 保守管理 34,365 放流指導
5,331 普及啓発 3,328 養殖創出 30,797 養殖技
術指導 3,000 
ひらめ種苗生産、人件費等補助 68,118  
 
基本負担金 4,402 
ひらめ負担金振替 3,898 その他利息等 19 

経 常 収 益 計 ① 263,470 
 
 

事 業 費
管 理 費 
特定資産繰入額等 

258,192 
5,278 

0 

 

 

経 常 費 用 計 ② 263,470 
 

当 期 経 常 増 減 額 ③ 
（①－②） 

0 
 

経 常 外 収 益 計 ④ 0 
 

経 常 外 費 用 計 ⑤ 0 
 

当 期 経 常 外 増 減 額 ⑥ 
（④－⑤） 

0 
 

法 人 税 等 ⑦            0 
 

当期一般正味財産増減額 
（ 当 期 利 益 ） ⑧ 

（③＋⑥－⑦) 

 
0 
 

 

正 味 財 産 期 首 残 高 ⑨ 258,888 
 

当期指定正味財産増減額
⑩ 

10,988 
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正 味 財 産 期 末 残 高 ⑪ 
（⑧＋⑨＋⑩） 

269,876 
 

 
  
③補助金等の受入状況                      (単位：千円) 
 
 
 
 
 
 

 

 金   額 摘   要  

 

 

 

 

 

 

出 資 金 0 
 

補 助 金 68,118 ヒラメ種苗生産 43,667、人件費補助 24,451 
委 託 金 186,904 

 
種苗生産 110,083 保守管理 34,365 放流指導
5,331 普及啓発 3,328 養殖創出 30,797 養殖技
術指導 3,000 

貸 付 金 0 
 

損 失 補 償 限 度 額 
年 度 末 残 高 

0 
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県出資法人 事業実績・事業計画の概要 

 

                        所管部局課 農林水産部農地局農地整備課       
 

１ 出資法人の概要 

 

① 法人の名称  公益財団法人 那珂川沿岸土地改良基金協会 

② 所 在 地  水戸市中河内町９５８－１ 

③ 設立年月日  平成６年３月２５日（平成 24年 4 月 1日 新公益法人へ移行） 

④ 代 表 者 名  理事長 小林 一仁 

⑤ 基 本 財 産  ６００，０００千円 

⑥ 設 立 根 拠 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律第４４条 

⑦ 設 立 目 的 

・経 緯 

当法人は、農家等の地元負担軽減対策等を目的として平成６年３月２５

日に設立され、平成２４年４月１日に新公益法人制度に基づき、公益財団

法人へ移行した。 

那珂川沿岸地域の農業生産基盤を強化し、本県農業の持続的かつ健全な

発展を図り、もって国民への安定的な食料供給の確保並びに耕作放棄の防

止など、国土の保全に寄与することを目的とする。 

⑧  組 織 

役職員数 理事１５人 監事 ３人 常勤職員１人  嘱託・臨時１人 

組織機構（課所単位まで） 

 理事長   副理事長   理  事 

  

     監  事   常務理事       事務局     

 

⑨  出資状況 

 

 

（上位５団体、出資者名、金額、割合） 

 茨 城 県    ３００，０００千円  ５０．０％ 

 水 戸 市     ８３，５２０千円  １３．９％       

茨 城 町     ６３，５４０千円  １０．６％ 

ひたちなか市    ５９，０１０千円   ９．８％ 

常陸大宮市     ３３，２７０千円   ５．５％ 

 他４市町村     ６０，６６０千円  １０．２％ 

  計      ６００，０００千円 １００．０％ 

 

⑩ 資 産 状 況 
(令和 7 年３月末現在) 

 

 

                           （単位：千円） 

 金   額 摘    要 

流 動 資 産 

固 定 資 産 

18,858 

8,232,128 

法人の運転資金 

有価証券による基金積立 

資 産 合 計 8,250,986  

流 動 負 債 

固 定 負 債 

           320  

        14,081 

未払金（R7.3 月分職員手当） 

退職給付引当金 

負 債 合 計 14,401  

正 味 財 産     8,236,585  
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２ 令和６年度事業実績 

①事業内容 

  ア 営農改善の施策活動推進事業 

     畑かん営農モデル地区現地研修会、那珂川沿岸地域用水営農推進講演会の開催、 

     畑かん効果実証調査 

  イ 土地改良事業推進対策事業、管理母体の強化育成対策事業 

     那珂川沿岸農業水利事業推進協議会、那珂川沿岸土地改良区への助成 

  ウ 対策資金の造成及び管理 

     国営事業費負担金の積立、造成及び管理 

 ②収支状況 
                      (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

基 本 財 産 運 用 益  

受 取 会 費 

受 取 補 助 金 等 

事 業 収 益 

そ の 他 の 収 入 

               11,182 

               11,070 

                7,966 

                    0 

           23,620 

基本財産により購入した国債の利息 

市町村からの負担金収入 

国からの委託費及び県からの補助金 

 

積立負担金からの繰入及び預金利息 

経 常 収 益 計 ① 53,838  

事 業 費 

管 理 費  

39,169 

               19,664                  

研修会・講演会、改良区への助成等 

人件費、事務費 

経 常 費 用 計 ②                58,833  

当 期 経 常 増 減 額 ③ 

（ 評 価 損 益 調 整 前 ） 

（① －②） 

△4,995  

基 本 財 産 評 価 損 益 ④ △24,330  基本財産(国債)の市場変動による評価損 

当 期 経 常 増 減 額 ⑤ 

（ 評 価 損 益 調 整 後 ） 

（③ ＋④） 

△29,325   

経 常 外 収 益 計 ⑥                     0   

経 常 外 費 用 計 ⑦                     0   

当 期 経 常 外 増 減 額 ⑧ 

（⑥－⑦） 
                    0   

法 人 税 等 ⑨                     0   

当期一般正味財産増減額 

（ 当 期 利 益 ） ⑩ 

（⑤ ＋⑧－⑨） 

             △29,325  

正 味 財 産 期 首 残 高 ⑪             8,245,585 R5 年度末時点の正味財産残高 

当期指定正味財産増減額

⑫ 
20,325  

正味財産の R6 年度増加分 

(市町村負担金等＋特定資産評価益) 

正 味 財 産 期 末 残 高 ⑬ 

（⑩＋⑪＋⑫） 
           8,236,585 R6 年度末時点の正味財産残高 

 ③補助金等の受入状況                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金           0  

補 助 金 7,031 県からの補助金（人件費） 

委 託 金 935 国からの委託費（畑かん効果実証調査） 

貸 付 金                     0  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
0  
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３ 令和７年度事業計画 

①事業内容 

  ア 営農改善の施策活動推進事業 

     畑かん営農モデル地区現地研修会、那珂川沿岸地域用水営農推進講演会の開催、 

畑かん効果実証調査 

  イ 土地改良事業推進対策事業、管理母体の強化育成対策事業 

     那珂川沿岸農業水利事業推進協議会、那珂川沿岸土地改良区への助成 

  ウ 対策資金の造成及び管理 

     国営事業費負担金の積立、造成及び管理 

 ②収支計画 
                                     (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

基 本 財 産 運 用 益 

受 取 会 費 

受 取 補 助 金 等 

事 業 収 益 

そ の 他 の 収 入 

                8,925 

               11,070 

                7,966 

                    0 

            31,400 

基本財産により購入した国債の利息 

市町村からの負担金収入 

国からの委託費及び県からの補助金 

 

積立負担金からの繰入及び預金利息 

経 常 収 益 計 ① 59,361  

事 業 費 

管 理 費 

55,365 

               20,190 

研修会・講演会、改良区への助成等 

人件費、事務費 

経 常 費 用 計 ②                75,555  

当 期 経 常 増 減 額 ③ 

（①－②） 

                    

△16,194  
 

経 常 外 収 益 計 ④                     0   

経 常 外 費 用 計 ⑤                     0   

当 期 経 常 外 増 減 額 ⑥ 

（④ －⑤） 
                    0   

法 人 税 等 ⑦                     0   

当期一般正味財産増減額 

（ 当 期 利 益 ） ⑧ 

（② ＋⑥－⑦） 

             △16,194   

正 味 財 産 期 首 残 高 ⑨             8,236,585  R6 年度末時点の正味財産残高 

当期指定正味財産増減額

⑩ 
              129,792 正味財産の R7 年度増加分(見込み) 

正 味 財 産 期 末 残 高 ⑪ 

（⑧＋⑨＋⑩） 
           8,350,183 R7 年度末時点の正味財産残高(見込み) 

 ③補助金等の受入予定                          (単位：千円) 

 金  額 摘    要 

出 資 金 0  

補 助 金 7,104 県からの補助金（人件費） 

委 託 金 862 国からの委託費（畑かん効果実証調査） 

貸 付 金 0  

損 失 補 償 限 度 額 

年 度 末 残 高 
0  
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令和６年度包括外部監査結果報告への対応【総括】・【抜粋】 

 

 

 

テーマ：基金等の管理と運用について 

 

 

 

令 和 ７ 年 ６ 月 １ １ 日 

農 林 水 産 部 
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農林水産部

指摘 意見 短期 中長期

6 8 12 2

（９）茨城県森林整備担い手対策基金

（ⅰ）基金管理（出納）カードの記載について

1

【意　見】
　基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄に「預金」と記載があるが、
普通預金、定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明らかでない。基金事務
の適切性の観点から、銘柄（物品）欄には具体的な記載が望ましい。

○ ○

　今後、基金管理（出納）カードについては、普通預金、定期預金等、具
体的な預金の名称を記載することとした。

林政課

（10）茨城県ふるさと水と土基金

（ⅰ）基金活用について

2

【意　見】
　基金の平準化運用基準額に対する事業費の割合を鑑みるに、基金残額に
見合う基金活用はできていない現状がある。事業の実施主体として取組が
十分であるか、他に事業利用ができるものがないか見直し、基金活用を再
検討すべきである。

○ ○

　いただいた意見を踏まえ、他県の取組を調査するなどして基金の活用内
容を検討していく。

農村計画課

（ⅱ）調査研究事業について

3

【意　見】
　同事業の活用要望が地域住民等からなかったため、基本的対策等を作成
した具体的事例がなく、基金の事業の一つである調査研究事業による実績
が乏しかった。他府県の状況を見るに本当に基本的対策等の必要がない
か、また調査研究事業の内容が適切であるか再検討すべきである。

○ ○

　いただいた意見を踏まえ、他県の取組を調査するなどして調査研究事業
の内容を検討していく。

農村計画課

（ⅲ）基金の資金運用の効率性について

4

【指　摘】
　資金運用方法は単年度運用として１年未満の運用を選択しており、複数
年度の運用を前提として運用していれば得られたであろう資金運用益すな
わち機会損失があったのではないかと考える。基金は公金であることから
安全性を第一義的に優先しつつも、効率的に運用することが求められると
考えるが、複数年度の運用を前提とした運用も運用方法の一つとして検討
すべきであると考える。

○ ○

　中長期的には金利上昇局面にあることを踏まえ、財政課と連携しなが
ら、基金の資金計画、運用可能な金額及び期間を精査し、債券等による複
数年度の運用割合をこれまで以上に高めていくこととした。

農村計画課

（ⅳ）基金の資金計画について

5

【指　摘】
　基金の資金運用について、安全性を確保した上でより効率的な運用を検
討するためには、将来の期間においてどの程度の資金収支があるかを計画
することが前提となる。現在、当該基金の資金計画はないが、複数年度運
用を前提とした資金計画を策定するべきであると考える。

○ ○

　基金の設置目的や今後の事業実施見込等を踏まえ、財政課と連携しなが
ら、予算編成を通じて、毎年度、複数年度の運用を想定した資金計画を策
定することとした。 農村計画課

令和６年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所
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農林水産部

指摘 意見 短期 中長期

6 8 12 2

令和６年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所

（18）茨城県森林湖沼環境基金

（ⅰ）ホームページでの広報について

6

【意　見】
　ホームページでは森林湖沼環境税と森林環境譲与税各々についてそれぞ
れ説明があるのみであり、両税の違い、役割分担について説明がなくわか
りづらい。森林湖沼環境税と森林環境譲与税の違い、役割分担等について
ホームページで記載し、両税の理解を促すのが良いのではないかと考え
る。

○ ○

　令和７年３月10日にそれぞれのホームページに両税の使途の違い等を説
明した内容を掲載した。

林政課

（ⅱ）基金の資金運用の効率性について

7

【指　摘】
　資金運用方法は単年度運用として１年未満の運用を選択しており、複数
年度の運用を前提として運用していれば得られたであろう資金運用益すな
わち機会損失があったのではないかと考える。基金は公金であることから
安全性を第一義的に優先しつつも、効率的に運用することが求められると
考えるが、複数年度の運用を前提とした運用も運用方法の一つとして検討
すべきであると考える。

○ ○

　中長期的には金利上昇局面にあることを踏まえ、財政課と連携しなが
ら、基金の資金計画、運用可能な金額及び期間を精査し、債券等による複
数年度の運用割合をこれまで以上に高めていくこととした。

林政課

（ⅲ）基金の資金計画について

8

【指　摘】
　基金の資金運用について、安全性を確保した上でより効率的な運用を検
討するためには、将来の期間においてどの程度の資金収支があるかを計画
することが前提となる。現在、当該基金の資金計画はないが、複数年度運
用を前提とした資金計画を策定するべきであると考える。

○ ○

　基金の設置目的や今後の事業実施見込等を踏まえ、財政課と連携しなが
ら、予算編成を通じて、毎年度、複数年度の運用を想定した資金計画を策
定することとした。 林政課

（ⅳ）基金管理（出納）カードの記載について

9

【意　見】
　基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄に「預金」と記載があるが、
普通預金、定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明らかでない。基金事務
の適切性の観点から、銘柄（物品）欄には具体的な記載が望ましい。

○ ○

　今後、基金管理（出納）カードについては、普通預金、定期預金等、具
体的な預金の名称を記載することとした。

林政課

（21）茨城県農地集積総合支援基金

（ⅰ）基金管理（出納）カードの記載について

10

【意　見】
　基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄に「預金」と記載があるが、
普通預金、定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明らかでない。基金事務
の適切性の観点から、銘柄（物品）欄には具体的な記載が望ましい。

○ ○

　今後、基金管理（出納）カードについては、普通預金、定期預金等、具
体的な預金の名称を記載することとした。

農業経営課
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農林水産部

指摘 意見 短期 中長期

6 8 12 2

令和６年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）

指摘・意見の内容

監査結果 対応措置等

指摘・意見に基づく措置等 担当課所

（31）茨城県森林環境譲与税基金

（ⅲ）ホームページでの広報について

11

【意　見】
　ホームページでは森林湖沼環境税と森林環境譲与税各々についてそれぞ
れ説明があるのみであり、両税の違い、役割分担について説明がなくわか
りづらい。森林湖沼環境税と森林環境譲与税の違い、役割分担等について
ホームページで記載し、両税の理解を促すのが良いのではないかと考え
る。

○ ○

　令和７年３月10日にそれぞれのホームページに両税の使途の違い等を説
明した内容を掲載した。

林政課

（ⅳ）基金の資金運用の効率性について

12

【指　摘】
　資金運用方法は単年度運用として１年未満の運用を選択しており、複数
年度の運用を前提として運用していれば得られたであろう資金運用益すな
わち機会損失があったのではないかと考える。基金は公金であることから
安全性を第一義的に優先しつつも、効率的に運用することが求められると
考えるが、複数年度の運用を前提とした運用も運用方法の一つとして検討
すべきであると考える。

○ ○

　中長期的には金利上昇局面にあることを踏まえ、財政課と連携しなが
ら、基金の資金計画、運用可能な金額及び期間を精査し、債券等による複
数年度の運用割合をこれまで以上に高めていくこととした。

林政課

（ⅴ）基金の資金計画について

13

【指　摘】
　基金の資金運用について、安全性を確保した上でより効率的な運用を検
討するためには、将来の期間においてどの程度の資金収支があるかを計画
することが前提となる。現在、当該基金の資金計画はないが、複数年度運
用を前提とした資金計画を策定するべきであると考える。

○ ○

　基金の設置目的や今後の事業実施見込等を踏まえ、財政課と連携しなが
ら、予算編成を通じて、毎年度、複数年度の運用を想定した資金計画を策
定することとした。 林政課

（ⅵ）基金管理（出納）カードの記載について

14

【意　見】
　基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄に「預金」と記載があるが、
普通預金、定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明らかでない。基金事務
の適切性の観点から、銘柄（物品）欄には具体的な記載が望ましい。

○ ○

　今後、基金管理（出納）カードについては、普通預金、定期預金等、具
体的な預金の名称を記載することとした。

林政課

6 8 12 2
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【様式１】 
 令和６年度包括外部監査結果報告（指摘）への対応 

 監査のテーマ 

基金等の管理と運用について 

担当部・課 

農林水産部林政課 

１ 指摘の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 指摘についての整理検討内容 
   〇指摘に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 指摘に基づく措置等 

１ 茨城県森林湖沼環境基金 
（１）基金の資金運用の効率性について 
 資金運用方法は単年度運用として１

年未満の運用を選択しており、複数年度

の運用を前提として運用していれば得

られたであろう資金運用益すなわち機

会損失があったのではないかと考える。

基金は公金であることから安全性を第

一義的に優先しつつも、効率的に運用す

ることが求められると考えるが、複数年

度の運用を前提とした運用も運用方法

の一つとして検討すべきであると考え

る。 
 
（２）基金の資金計画について 
 基金の資金運用について、安全性を確

保した上でより効率的な運用を検討す

るためには、将来の期間においてどの程

度の資金収支があるかを計画すること

が前提となる。現在、当該基金の資金計

画はないが、複数年度運用を前提とした

資金計画を策定するべきであると考え

る。 
 
 
 
 
 

 
短期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〇指摘に係る事実関係等 
 資金運用方法については、これまで１年又は１年

未満の定期預金での運用を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇指摘に係る事実関係等 
 茨城県森林湖沼環境基金の資金計画は策定して

いない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 中長期的には金利上昇局面にあることを踏

まえ、財政課と連携しながら、基金の資金計

画、運用可能な金額及び期間を精査し、債券

等による複数年度の運用割合をこれまで以上

に高めていくこととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 基金の設置目的や今後の事業実施見込等を

踏まえ、財政課と連携しながら、予算編成を

通じて、毎年度、複数年度の運用を想定した

資金計画を策定することとした。 
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２ 茨城県森林環境譲与税基金 
（１）基金の資金運用の効率性について 
 資金運用方法は単年度運用として１

年未満の運用を選択しており、複数年度

の運用を前提として運用していれば得

られたであろう資金運用益すなわち機

会損失があったのではないかと考える。

基金は公金であることから安全性を第

一義的に優先しつつも、効率的に運用す

ることが求められると考えるが、複数年

度の運用を前提とした運用も運用方法

の一つとして検討すべきであると考え

る。 
 
（２）基金の資金計画について 
 基金の資金運用について、安全性を確

保した上でより効率的な運用を検討す

るためには、将来の期間においてどの程

度の資金収支があるかを計画すること

が前提となる。現在、当該基金の資金計

画はないが、複数年度運用を前提とした

資金計画を策定するべきであると考え

る。 

 
短期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期 

 
〇指摘に係る事実関係等 
 資金運用方法については、これまで１年又は１年

未満の定期預金での運用を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇指摘に係る事実関係等 
 茨城県森林環境譲与税基金の資金計画は策定し

ていない。 
 
 
 
 

 
 中長期的には金利上昇局面にあることを踏

まえ、財政課と連携しながら、基金の資金計

画、運用可能な金額及び期間を精査し、債券

等による複数年度の運用割合をこれまで以上

に高めていくこととした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 基金の設置目的や今後の事業実施見込等を

踏まえ、財政課と連携しながら、予算編成を

通じて、毎年度、複数年度の運用を想定した

資金計画を策定することとした。 
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【様式１】 
 令和６年度包括外部監査結果報告（指摘）への対応 

 監査のテーマ 

基金等の管理と運用について 

担当部・課 

農林水産部農村計画課 

１ 指摘の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 指摘についての整理検討内容 
   〇指摘に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 指摘に基づく措置等 

１ 茨城県ふるさと水と土基金 
（１）基金の資金運用の効率性について 
資金運用方法は単年度運用として１

年未満の運用を選択しており、複数年度

の運用を前提として運用していれば得

られたであろう資金運用益すなわち機

会損失があったのではないかと考える。

基金は公金であることから安全性を第

一義的に優先しつつも、効率的に運用す

ることが求められると考えるが、複数年

度の運用を前提とした運用も運用方法

の一つとして検討すべきであると考え

る。 
 
（２）基金の資金計画について 
基金の資金運用について、安全性を確

保した上でより効率的な運用を検討す

るためには、将来の期間においてどの程

度の資金収支があるかを計画すること

が前提となる。現在、当該基金の資金計

画はないが、複数年度運用を前提とした

資金計画を策定するべきであると考え

る。 

 
短期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期 

 
○指摘に係る事実関係等 
資金運用方法は、単年度運用として１年未満の運

用を選択している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○指摘に係る事実関係等 
現在、茨城県ふるさと水と土基金の資金計画はな

い。 

 
中長期的には金利上昇局面にあることを踏

まえ、財政課と連携しながら、基金の資金計

画、運用可能な金額及び期間を精査し、債券

等による複数年度の運用割合をこれまで以上

に高めていくこととした。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

基金の設置目的や今後の事業実施見込等を

踏まえ、財政課と連携しながら、予算編成を

通じて、毎年度、複数年度の運用を想定した

資金計画を策定することとした。 
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【様式２】 
 令和６年度包括外部監査結果報告（意見）への対応 
 監査のテーマ 

基金等の管理と運用について 

担当部・課 

農林水産部農業経営課 

１ 意見の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 意見についての整理検討内容 
   〇意見に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 意見への対応 

１ 茨城県農地集積総合支援基金 
（１）基金管理（出納）カードの記載に

ついて 
 基金事務の適切性の観点から、銘柄

（物品）欄には具体的な記載が望まし

い。 

 
短期 

 
○意見に係る事実関係等 
基金管理カードについて、普通預金、定期預金等

の具体的な記載をしていなかった。 

 
 

今後、基金管理（出納）カードについては、

普通預金、定期預金等、具体的な預金の名称

を記載することとした。 
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【様式２】 
 令和６年度包括外部監査結果報告（意見）への対応 
 監査のテーマ 

基金等の管理と運用について 

担当部・課 

農林水産部林政課 

１ 意見の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 意見についての整理検討内容 
   〇意見に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 意見への対応 

１ 茨城県森林整備担い手対策基金 
（１）基金管理（出納）カードの記載に

ついて 
基金管理（出納）カードの銘柄（物品）

欄に「預金」と記載があるが、普通預金、

定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明

らかでない。基金事務の適切性の観点か

ら、銘柄（物品）欄には具体的な記載が

望ましい。 
 
 
２ 茨城県森林湖沼環境基金 
（１）ホームページでの広報について 
 ホームページでは森林湖沼環境税と

森林環境譲与税各々についてそれぞれ

説明があるのみであり、両税の違い、役

割分担について説明がなくわかりづら

い。森林湖沼環境税と森林環境譲与税の

違い、役割分担等についてホームページ

で記載し、両税の理解を促すのが良いの

ではないかと考える。 
 
（２）基金管理（出納）カードの記載に

ついて 
 基金管理（出納）カードの銘柄（物品）

欄に「預金」と記載があるが、普通預金、

定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明

 
短期 

 
     

 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期 
 
 
 
 
 

 
○意見に係る事実関係等 
 基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄は、「預

金」と記載しており、具体的な名称を記載していな

かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○意見に係る事実関係等 
 ホームページでは、茨城県森林湖沼環境税、森林

環境譲与税の説明のみであった。 
 
 
 
 
 
 
 
○意見に係る事実関係等 
 基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄は、「預

金」と記載しており、具体的な名称を記載していな

かった。 
 
 

 
 

今後、基金管理（出納）カードについては、

普通預金、定期預金等、具体的な預金の名称

を記載することとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 令和７年３月10日にそれぞれのホームペー

ジに両税の使途の違い等を説明した内容を掲

載した。 

 

 
 
 
 
 
 

今後、基金管理（出納）カードについては、

普通預金、定期預金等、具体的な預金の名称

を記載することとした。 
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らかでない。基金事務の適切性の観点か

ら、銘柄（物品）欄には具体的な記載が

望ましい。 
 
 
３ 茨城県森林環境譲与税基金 
（１）ホームページでの広報について 
 ホームページでは森林湖沼環境税と

森林環境譲与税各々についてそれぞれ

説明があるのみであり、両税の違い、役

割分担について説明がなくわかりづら

い。森林湖沼環境税と森林環境譲与税の

違い、役割分担等についてホームページ

で記載し、両税の理解を促すのが良いの

ではないかと考える。 
 
（２）基金管理（出納）カードの記載に

ついて 
 基金管理（出納）カードの銘柄（物品）

欄に「預金」と記載があるが、普通預金、

定期預金、譲渡性預金等のどの預金か明

らかでない。基金事務の適切性の観点か

ら、銘柄（物品）欄には具体的な記載が

望ましい。 
 

 
 
 
 
 

    
短期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

短期 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
○意見に係る事実関係等 
 ホームページでは、茨城県森林湖沼環境税、森林

環境譲与税の説明のみであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○意見に係る事実関係等 
 基金管理（出納）カードの銘柄（物品）欄は、「預

金」と記載しており、具体的な名称を記載していな

かった。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 令和７年３月10日にそれぞれのホームペー

ジに両税の使途の違い等を説明した内容を掲

載した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

今後、基金管理（出納）カードについては、

普通預金、定期預金等、具体的な預金の名称

を記載することとした。 
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【様式２】 
 令和６年度包括外部監査結果報告（意見）への対応 
 監査のテーマ 

基金等の管理と運用について 

担当部・課 

農林水産部農村計画課 

１ 意見の概要 
   外部監査人作成の監査結果 
   報告書の概要 

２ 短期・ 
 中長期の 
 区分 

３ 意見についての整理検討内容 
   〇意見に係る事実関係等 
   〇問題点の整理等 

４ 意見への対応 

１ 茨城県ふるさと水と土基金 
（１）基金活用について 
基金の平準化運用基準額に対する事

業費の割合を鑑みるに、基金残額に見合

う基金活用はできていない現状がある。

事業の実施主体として取組が十分であ

るか、他に事業利用ができるものがない

か見直し、基金活用を再検討すべきであ

る。 
 
（２）調査研究事業について 
同事業の活用要望が地域住民等から

なかったため、基本的対策等を作成した

具体的事例がなく、基金の事業の一つで

ある調査研究事業による実績が乏しか

った。他府県の状況を見るに本当に基本

的対策等の必要がないか、また調査研究

事業の内容が適切であるか再検討すべ

きである。 

 
中長期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

中長期 

 
○意見に係る事実関係等 
 各年度の実績額は、令和元年度から令和５年度の

平均で 34.3%と、平準化運用基準額に対して少額と

なっている。 
 
 
 
 
 
 
○意見に係る事実関係等 
 調査研究事業としては、中山間地域の地域住民の

協働活動を推進するための情報収集、冊子の配布を

行ってきた。 
 
 
 
 
 

 
 

いただいた意見を踏まえ、他県の取組を調

査するなどして基金の活用内容を検討してい

く。 
 
 
 
 
 
 
 

いただいた意見を踏まえ、他県の取組を調

査するなどして調査研究事業の内容を検討し

ていく。 
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